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原油先物等清算資格の新設及び指数先物取引におけるフレックス限月取引の導入等に伴う 
証券取引等清算業務に関する「業務方法書」等の一部改正について 

 
 

I. 改正趣旨 

1. 原油先物等清算資格の新設に伴う証券取引等清算業務に関する「業務方法書」等の一部改

正等 

株式会社大阪取引所において原油等市場が開設されることに伴い、証券取引等清算業務

に関して、当該市場における取引を清算対象とする原油先物等清算資格を新設するなど、証

券取引等清算業務に関する業務方法書等について所要の改正を行う。 

 

2. 指数先物取引におけるフレックス限月取引の導入等に伴う証券取引等清算業務に関する

「業務方法書」等の一部改正等 

株式会社大阪取引所において指数先物取引におけるフレックス限月取引が導入されるこ

とに伴い、証券取引等清算業務に関する業務方法書等について所要の改正を行う。 

 
  

II. 改正概要 （備  考） 

１．原油先物等清算資格の新設に伴う証券取引等清算業務に関する

「業務方法書」等の一部改正等 

 

（１）清算対象取引 

・以下の金融商品を清算対象取引の対象とする。 

➢ ガソリン 

➢ 軽油 

➢ 原油 

 

・商品指数に係る指数先物取引を清算対象取引とする。 

 

・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第３条 

  

（２）清算参加者制度 

・原油先物等清算資格を新設する。 

・清算資格の区分、取得要件、その他の清算参加者の義務及び清算参

加者に対する措置等に関しては、既存の商品市場に係る清算資格と同

様とする。 

 

・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第２章 

  

（３）清算約定の決済 

・原油先物等清算資格の清算対象取引について、決済に係るクローズ

アウト数量の申告、清算値段及び決済等について定める。 

 

・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第７３

条の２０及び業務方法書

第７３条の２２から第７

３条の２４等 

  

（４）清算基金  
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・原油先物等清算資格に係る清算基金の預託義務及び所要額等につい

て定める。 

・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第１６

条、第１７条及び清算基金

所要額に関する規則別表

等 

  

（５）決済不履行による損失の補填 

・原油先物等清算資格に係る清算参加者の決済不履行による損失の補

填については、既存の商品市場に係る清算資格と同様とする。 

 

・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第７８

条及び業務方法書第７８

の２等 

  

（６）手数料 

・原油先物等清算資格に係る固定手数料を定める。 

➢ 保持する商品デリバティブ清算資格の数によらず５万円 

 

 

・ＣＭＥ原油等指数先物に係る清算手数料を定める。 

➢ 当社が当該月に引き受けた債務について、１取引単位につき４

円、最終決済に係る数量について、１取引単位につき２４円 

 

・証券取引等清算業務に

関する手数料に関する規

則第２条の２ 

 

・証券取引等清算業務に

関する手数料に関する規

則別表 

  

２. 指数先物取引におけるフレックス限月取引の導入に伴う証券取

引等清算業務に関する業務方法書等の一部改正等 

 

（１）清算約定の決済 

・指数先物取引におけるフレックス限月取引の決済に係るクローズア

ウト数量の申告及び清算数値等について定める。 

 

・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第７３

条の２０、第７３条の２

１、業務方法書の取扱い第

２０条の８、業務方法書の

取扱い別表第２等 

  

（２）手数料  

・日経平均トータルリターン・インデックス先物取引に係る清算手数

料を定める。 

➢ 当社が当該月に引き受けた債務について、１取引単位につき２０

円、最終決済に係る数量について、１取引単位につき１３０円 

・証券取引等清算業務に

関する手数料に関する規

則別表 

 

 

  

（３）その他  

・その他所要の改正を行う。 ・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第７３
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条の４４、業務方法書第７

９条の２、業務方法書の取

扱い第５７条、業務方法書

の取扱い第２０条の８等 
 
 

III.   施行日 

１．２０２１年９月２１日から施行する。 

２．前１．にかかわらず、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な当

社又は当社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他やむを得ない事

由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社が認める場合には、２０２１年

９月２１日以後の当社が定める日から施行する。 

 

以 上 

 



 

 

1 

原油先物等清算資格の新設及び指数先物取引におけるフレックス限月取引の導入等に伴う 
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業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算対象取引） 

第３条 当社の証券取引等清算業務の対

象とする債務の起因となる取引（以下

「清算対象取引」という。）の対象とする

金融商品は、次の各号に掲げる金融商品

とする。 

（１）～（１５） （略） 

（１６） ガソリン 

（１７） 軽油 

（１８） 原油 

（１９） （略） 

２ 清算対象取引は、次の各号に掲げる取

引（当社が定めるものに限る。）とする。 

（１）～（４） （略） 

（５） 指定金融商品市場における指数

先物取引（法第２条第２１項第２号に

掲げる取引のうち指数（商品（法第２

条第２４項第３号の３に掲げる商品

をいう。以下同じ。）に係る指数（以下

「商品指数」という。）を含む。）に係

るものをいう。以下同じ。） 

（６） （略） 

（６）の２ 指定金融商品市場における

商品先物取引(法第２条第２１項第１

号又は同項第２号に掲げる取引のう

ち商品に係るものをいう。以下同じ。） 

 

 

（６）の３～（１３） （略） 

３ （略） 

（清算対象取引） 

第３条 当社の証券取引等清算業務の対

象とする債務の起因となる取引（以下

「清算対象取引」という。）の対象とする

金融商品は、次の各号に掲げる金融商品

とする。 

（１）～（１５） （略） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（１６） （略） 

２ 清算対象取引は、次の各号に掲げる取

引（当社が定めるものに限る。）とする。 

（１）～（４） （略） 

（５） 指定金融商品市場における指数

先物取引（法第２条第２１項第２号に

掲げる取引のうち指数に係るものを

いう。以下同じ。） 

 

 

 

（６） （略） 

（６）の２ 指定金融商品市場における

商品先物取引（法第２条第２１項第１

号又は同項第２号に掲げる取引のう

ち商品（同条第２４項第３号の３に規

定する商品をいう。以下同じ。）に係る

ものをいう。以下同じ。） 

（６）の３～（１３） （略） 

３ （略） 

  

（清算参加者) 

第５条 （略） 

（清算参加者) 

第５条 （略） 
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２ 前項に規定する清算資格は、現物清算

資格、国債先物等清算資格、指数先物等

清算資格、貴金属先物等清算資格、ゴム

先物等清算資格、農産物先物等清算資

格、原油先物等清算資格、ＦＸ清算資格

及びＥＴＦ特別清算資格の９種類とし、

それぞれ次の各号に定めるものとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） 指数先物等清算資格は、第３条

第２項第２号、第５号及び第６号に掲

げる清算対象取引（第５号に掲げる清

算対象取引にあっては、商品指数に係

るものを除く。）について、当社が行う

金融商品債務引受業の相手方となる

ための資格とする。 

（４）～（６） （略） 

（７） 原油先物等清算資格は、第３条

第２項第５号に掲げる清算対象取引

（商品指数（ガソリン、軽油及び原油

に係るものに限る。）に係るものに限

る。）について、当社が行う金融商品債

務引受業等の相手方となるための資

格とする。 

（８） （略） 

（９） （略） 

３ この業務方法書においては、前項第１

号に定める現物清算資格を有する者を

現物清算参加者と、同項第２号に定める

国債先物等清算資格を有する者を国債

先物等清算参加者と、同項第３号に定め

る指数先物等清算資格を有する者を指

数先物等清算参加者と、同項第４号に定

める貴金属先物等清算資格を有する者

を貴金属先物等清算参加者と、同項第５

号に定めるゴム先物等清算資格を有す

る者をゴム先物等清算参加者と、同項第

２ 前項に規定する清算資格は、現物清算

資格、国債先物等清算資格、指数先物等

清算資格、貴金属先物等清算資格、ゴム

先物等清算資格、農産物先物等清算資

格、ＦＸ清算資格及びＥＴＦ特別清算資

格の８種類とし、それぞれ次の各号に定

めるものとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） 指数先物等清算資格は、第３条

第２項第２号、第５号及び第６号に掲

げる清算対象取引について、当社が行

う金融商品債務引受業の相手方とな

るための資格とする。 

 

 

（４）～（６） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（７） （略） 

（８） （略） 

３ この業務方法書においては、前項第１

号に定める現物清算資格を有する者を

現物清算参加者と、同項第２号に定める

国債先物等清算資格を有する者を国債

先物等清算参加者と、同項第３号に定め

る指数先物等清算資格を有する者を指

数先物等清算参加者と、同項第４号に定

める貴金属先物等清算資格を有する者

を貴金属先物等清算参加者と、同項第５

号に定めるゴム先物等清算資格を有す

る者をゴム先物等清算参加者と、同項第
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６号に定める農産物先物等清算資格を

有する者を農産物先物等清算参加者と、

同項第７号に定める清算資格を有する

者を原油先物等清算参加者と、同項第４

号から第７号までに定める清算資格の

いずれかを有する者を商品先物等清算

参加者と、同項第８号に定めるＦＸ清算

資格を有する者をＦＸ清算参加者と、同

項第９号に定めるＥＴＦ特別清算資格

を有する者をＥＴＦ特別清算参加者と

いう。 

４ （略） 

６号に定める農産物先物等清算資格を

有する者を農産物先物等清算参加者と、

同項第４号から第６号までに定める清

算資格のいずれかを有する者を商品先

物等清算参加者と、同項第７号に定める

ＦＸ清算資格を有する者をＦＸ清算参

加者と、同項第８号に定めるＥＴＦ特別

清算資格を有する者をＥＴＦ特別清算

参加者という。 

 

 

４ （略） 

  

（清算資格の取得の申請及び承認等） 

第６条 金融商品取引業者（第一種金融商

品取引業又は第二種金融商品取引業を

行う者に限る。以下同じ。）は、自社清算

資格又は他社清算資格の別を示して、取

得しようとする清算資格の種類ごとに、

当社が定めるところにより、当社に清算

資格の取得の申請を行うことができる。

この場合において、取得しようとする清

算資格が次の各号に掲げる清算資格で

あるときは、当該各号に定める者に限り

申請を行うことができることとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） 貴金属先物等清算資格(他社清

算資格に限る。)、ゴム先物等清算資格

(他社清算資格に限る。)、農産物先物

等清算資格(他社清算資格に限る。)又

は原油先物等清算資格(他社清算資格

に限る。) 

法第２８条第１項第１号の２に掲

げる行為に係る業務の登録を受けた

者 

（４） （略） 

（清算資格の取得の申請及び承認等） 

第６条 金融商品取引業者（第一種金融商

品取引業又は第二種金融商品取引業を

行う者に限る。以下同じ。）は、自社清算

資格又は他社清算資格の別を示して、取

得しようとする清算資格の種類ごとに、

当社が定めるところにより、当社に清算

資格の取得の申請を行うことができる。

この場合において、取得しようとする清

算資格が次の各号に掲げる清算資格で

あるときは、当該各号に定める者に限り

申請を行うことができることとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） 貴金属先物等清算資格（他社清

算資格に限る。）、ゴム先物等清算資格

（他社清算資格に限る。）又は農産物

先物等清算資格（他社清算資格に限

る。） 

 

法第２８条第１項第１号の２に掲

げる行為に係る業務の登録を受けた

者 

（４） （略） 
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２ 登録金融機関（法第２条第１１項に規

定する登録金融機関をいう。以下同じ。）

は、次の各号に掲げる清算資格につい

て、自社清算資格又は他社清算資格の別

を示して、取得しようとする清算資格の

種類ごとに、当社が定めるところによ

り、当社に清算資格の取得の申請を行う

ことができる。 

（１） （略） 

（２） 国債先物等清算資格、貴金属先

物等清算資格、ゴム先物等清算資格、

農産物先物等清算資格、原油先物等清

算資格又はＦＸ清算資格 

３ （略） 

４ 商品の売買、売買の媒介、取次ぎ若し

くは代理、生産、加工又は使用を業とし

て行う者等(以下「当業者等」という。)

は、貴金属先物等清算資格、ゴム先物等

清算資格、農産物先物等清算資格又は原

油先物等清算資格について、自社清算資

格を取得しようとするものであること

を示し、取得しようとする清算資格の種

類ごとに、当社が定めるところにより、

当社に清算資格の取得の申請を行うこ

とができる。 

５ 第１項、第２項又は前項の規定による

貴金属先物等清算資格、ゴム先物等清算

資格、農産物先物等清算資格又は原油先

物等清算資格の取得の申請に際し、親会

社等(清算資格の取得申請者の親会社

(清算資格の取得申請者の財務及び事業

の方針の決定を支配している他の法人

等をいい、当該他の法人等の親会社を含

む。以下同じ。)及び清算資格の取得申請

者の親会社の子会社(清算資格の取得申

請者の親会社によって財務及び事業の

２ 登録金融機関（法第２条第１１項に規

定する登録金融機関をいう。以下同じ。）

は、次の各号に掲げる清算資格につい

て、自社清算資格又は他社清算資格の別

を示して、取得しようとする清算資格の

種類ごとに、当社が定めるところによ

り、当社に清算資格の取得の申請を行う

ことができる。 

（１） （略） 

（２） 国債先物等清算資格、貴金属先

物等清算資格、ゴム先物等清算資格、

農産物先物等清算資格又はＦＸ清算

資格 

３ （略） 

４ 商品の売買、売買の媒介、取次ぎ若し

くは代理、生産、加工又は使用を業とし

て行う者等（以下「当業者等」という。）

は、貴金属先物等清算資格、ゴム先物等

清算資格又は農産物先物等清算資格に

ついて、自社清算資格を取得しようとす

るものであることを示し、取得しようと

する清算資格の種類ごとに、当社が定め

るところにより、当社に清算資格の取得

の申請を行うことができる。 

 

５ 第１項、第２項又は前項の規定による

貴金属先物等清算資格、ゴム先物等清算

資格又は農産物先物等清算資格の取得

の申請に際し、親会社等(清算資格の取

得申請者の親会社(清算資格の取得申請

者の財務及び事業の方針の決定を支配

している他の法人等をいい、当該他の法

人等の親会社を含む。以下同じ。)及び清

算資格の取得申請者の親会社の子会社

(清算資格の取得申請者の親会社によっ

て財務及び事業の方針の決定を支配さ
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方針の決定を支配されている他の法人

等をいい、当該他の法人等の子会社を含

む。以下同じ。)その他これらに類する者

として当社が認める者をいう。以下同

じ。)からの保証(以下「親会社等保証」

という。)を受けようとする清算資格の

取得申請者は、当社が定める様式による

当該親会社等の保証に関する書面(当社

が当該書面と内容が同一であると認め

る書面を含む。)を当社に提出するもの

とする。 

６～１２ （略） 

れている他の法人等をいい、当該他の法

人等の子会社を含む。以下同じ。)その他

これらに類する者として当社が認める

者をいう。以下同じ。)からの保証(以下

「親会社等保証」という。)を受けようと

する清算資格の取得申請者は、当社が定

める様式による当該親会社等の保証に

関する書面(当社が当該書面と内容が同

一であると認める書面を含む。)を当社

に提出するものとする。 

 

６～１２ （略） 

  

（清算資格の要件） 

第７条 前条第１項又は第２項の申請（貴

金属先物等清算資格、ゴム先物等清算資

格、農産物先物等清算資格又は原油先物

等清算資格に係る申請を除く。）に係る

同条第７項の審査は、清算資格の取得申

請者に関する次の各号に掲げる事項そ

の他証券取引等清算業務の運営に関し

て必要と認める事項について行うもの

とする。 

２ （略） 

３ 前条第１項、第２項又は第４項におけ

る貴金属先物等清算資格、ゴム先物等清

算資格、農産物先物等清算資格又は原油

先物等清算資格の申請に係る同条第７

項の審査は、清算資格の取得申請者に関

する次の各号に掲げる事項その他証券

取引等清算業務の運営に関して必要と

認める事項について行うものとする。 

（清算資格の要件） 

第７条 前条第１項又は第２項の申請（貴

金属先物等清算資格、ゴム先物等清算資

格又は農産物先物等清算資格に係る申

請を除く。）に係る同条第７項の審査は、

清算資格の取得申請者に関する次の各

号に掲げる事項その他証券取引等清算

業務の運営に関して必要と認める事項

について行うものとする。 

 

２ （略） 

３ 前条第１項、第２項又は第４項におけ

る貴金属先物等清算資格、ゴム先物等清

算資格又は農産物先物等清算資格の申

請に係る同条第７項の審査は、清算資格

の取得申請者に関する次の各号に掲げ

る事項その他証券取引等清算業務の運

営に関して必要と認める事項について

行うものとする。 

  

（清算基金の預託） 

第１６条 清算参加者（ＥＴＦ特別清算参

加者を除く。以下この条において同じ。）

（清算基金の預託） 

第１６条 清算参加者（ＥＴＦ特別清算参

加者を除く。以下この条において同じ。）
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は、当社に対する債務の履行を確保する

目的及び当社が他の清算参加者の破綻

等を認定した場合においてこの業務方

法書の定めるところにより当社に生じ

た損失の補填に充てる目的の清算基金

を、次の各号に掲げる区分ごとに、当社

が定めるところにより、当社に預託しな

ければならない。 

（１）～（６） （略） 

（７） 原油先物等清算資格に係る清算

基金 

（８） ＦＸ清算資格に係る清算基金 

 

２～７ （略） 

は、当社に対する債務の履行を確保する

目的及び当社が他の清算参加者の破綻

等を認定した場合においてこの業務方

法書の定めるところにより当社に生じ

た損失の補填に充てる目的の清算基金

を、次の各号に掲げる区分ごとに、当社

が定めるところにより、当社に預託しな

ければならない。 

（１）～（６） （略） 

（新設） 

 

（７） ＦＸ清算資格に係る清算基金

（以下「ＦＸ清算基金」という。） 

２～７ （略） 

  

（破綻処理単位期間における清算基金

の特則） 

第１７条 破綻処理単位期間（第７６条の

２第１項に定める破綻処理単位期間を

いう。以下同じ。ただし、破綻処理期間

の最終日を除く。）における各清算参加

者の清算資格の種類ごとの清算基金所

要額（前条第１項第１号及び第８号に掲

げるものを除く。以下この条において同

じ。）は、前条第１項の規定にかかわら

ず、当該破綻処理単位期間の開始日の前

日における当該各清算参加者の各清算

資格に係る清算基金所要額とする。 

２ （略） 

（破綻処理単位期間における清算基金

の特則） 

第１７条 破綻処理単位期間（第７６条の

２第１項に定める破綻処理単位期間を

いう。以下同じ。ただし、破綻処理期間

の最終日を除く。）における各清算参加

者の清算資格の種類ごとの清算基金所

要額（前条第１項第１号及び第７号に掲

げるものを除く。以下この条において同

じ。）は、前条第１項の規定にかかわら

ず、当該破綻処理単位期間の開始日の前

日における当該各清算参加者の各清算

資格に係る清算基金所要額とする。 

２ （略） 

  

（清算資格の喪失申請） 

第２２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 清算参加者が第１項の規定により先

物等清算資格(国債先物等清算資格、指

数先物等清算資格、貴金属先物等清算資

（清算資格の喪失申請） 

第２２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 清算参加者が第１項の規定により先

物等清算資格（国債先物等清算資格、指

数先物等清算資格、貴金属先物等清算資
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格、ゴム先物等清算資格、農産物先物等

清算資格又は原油先物等清算資格をい

う。以下同じ。)の喪失を申請した場合、

当該清算資格を有する各清算参加者及

び当該清算資格に係る清算対象取引に

係る金融商品市場を開設する指定市場

開設者に、その旨を通知する。 

格、ゴム先物等清算資格又は農産物先物

等清算資格をいう。以下同じ。）の喪失を

申請した場合、当該清算資格を有する各

清算参加者及び当該清算資格に係る清

算対象取引に係る金融商品市場を開設

する指定市場開設者に、その旨を通知す

る。 

  

（清算資格の喪失申請） 

第２５条 当社は、清算参加者から清算資

格の喪失申請を受理した翌日（喪失を申

請する清算資格が現物清算資格、国債先

物等清算資格、指数先物等清算資格、貴

金属先物等清算資格、ゴム先物等清算資

格、農産物先物等清算資格、原油先物等

清算資格若しくはＥＴＦ特別清算資格

である場合において休業日に当たると

き又は喪失を申請する清算資格がＦＸ

清算資格である場合においてＦＸ休業

日に当たるときは、順次繰り下げる。）か

ら、その清算参加者を当事者とする当該

清算資格に係る清算対象取引に基づく

債務について新たな債務の引受けの停

止（第４６条の２に定めるギブアップの

成立による債務の負担の停止を含む。以

下同じ。）を行う。ただし、先物等清算資

格を有する清算参加者が、第２６条第２

項に定める清算約定で未決済のものを

解消する目的で行う清算対象取引に基

づく債務についての新たな債務の引受

けについては、この限りではない。 

２ （略） 

（清算資格の喪失申請） 

第２５条 当社は、清算参加者から清算資

格の喪失申請を受理した翌日（喪失を申

請する清算資格が現物清算資格、国債先

物等清算資格、指数先物等清算資格、貴

金属先物等清算資格、ゴム先物等清算資

格、農産物先物等清算資格若しくはＥＴ

Ｆ特別清算資格である場合において休

業日に当たるとき又は喪失を申請する

清算資格がＦＸ清算資格である場合に

おいてＦＸ休業日に当たるときは、順次

繰り下げる。）から、その清算参加者を当

事者とする当該清算資格に係る清算対

象取引に基づく債務について新たな債

務の引受けの停止（第４６条の２に定め

るギブアップの成立による債務の負担

の停止を含む。以下同じ。）を行う。ただ

し、先物等清算資格を有する清算参加者

が、第２６条第２項に定める清算約定で

未決済のものを解消する目的で行う清

算対象取引に基づく債務についての新

たな債務の引受けについては、この限り

ではない。 

２ （略） 

  

（清算参加者等に対する措置） 

第２９条 （略） 

２～７ （略） 

（清算参加者等に対する措置） 

第２９条 （略） 

２～７ （略） 
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８ 当社は、清算参加者のために親会社等

保証を行う親会社等が親会社等保証を

解消しようとする場合、清算参加者のた

めに親会社等保証を行う事業の廃止に

ついて清算参加者が当社へ届出を行っ

た場合又は当該親会社等が第１９条第

１項第３号から第５号までのいずれか

に掲げる事項に係る公告を行った場合

において、当該清算参加者が貴金属先物

等清算資格、ゴム先物等清算資格、農産

物先物等清算資格又は原油先物等清算

資格の喪失申請を行わないときは、当該

清算参加者を審問のうえ、当該清算参加

者を当事者とする清算対象取引に基づ

く債務の引受けの全部又は一部の停止

の措置を行うことができる。 

８ 当社は、清算参加者のために親会社等

保証を行う親会社等が親会社等保証を

解消しようとする場合、清算参加者のた

めに親会社等保証を行う事業の廃止に

ついて清算参加者が当社へ届出を行っ

た場合又は当該親会社等が第１９条第

１項第３号から第５号までのいずれか

に掲げる事項に係る公告を行った場合

において、当該清算参加者が貴金属先物

等清算資格、ゴム先物等清算資格又は農

産物先物等清算資格の喪失申請を行わ

ないときは、当該清算参加者を審問のう

え、当該清算参加者を当事者とする清算

対象取引に基づく債務の引受けの全部

又は一部の停止の措置を行うことがで

きる。 

  

（金融商品取引業者等に該当しないこ

ととなった清算参加者等に対する措

置） 

第３３条 清算参加者等は、次の各号に掲

げるいずれかの事由が生じた場合には、

当該各号に定める清算資格を喪失し又

はＥＴＦ登録信託銀行の登録を抹消さ

れるものとする。 

（１） （略） 

（２） 商品先物等清算参加者が、法第

２８条第１項第１号の２に掲げる行

為に係る業務の登録を受けた金融商

品取引業者、登録金融機関及び指定市

場開設者の取引参加者又は会員のい

ずれにも該当しないこととなること。 

貴金属先物等清算資格、ゴム先物

等清算資格、農産物先物等清算資格

又は原油先物等清算参加者 

（３）～（６） （略） 

（金融商品取引業者等に該当しないこ

ととなった清算参加者等に対する措

置） 

第３３条 清算参加者等は、次の各号に掲

げるいずれかの事由が生じた場合には、

当該各号に定める清算資格を喪失し又

はＥＴＦ登録信託銀行の登録を抹消さ

れるものとする。 

（１） （略） 

（２） 商品先物等清算参加者が、法第

２８条第１項第１号の２に掲げる行

為に係る業務の登録を受けた金融商

品取引業者、登録金融機関及び指定市

場開設者の取引参加者又は会員のい

ずれにも該当しないこととなること。 

貴金属先物等清算資格、ゴム先物

等清算資格又は農産物先物等清算資

格 

（３）～（６） （略） 
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(クローズアウト数量等申告) 

第７３条の２０ 指数先物等清算参加者

又は原油先物等清算参加者は、指数先

物取引の各限月取引等（指定市場開設

者（第３条第２項第５号の指定金融商

品市場を開設する指定市場開設者をい

う。以下この節において同じ。)が定め

る限月取引及びフレックス限月取引を

いう。以下この節において同じ。）に

ついて、クローズアウト数量並びに転

売又は買戻しをした場合(次項に定める

場合を除く。)における転売及び買戻し

の数量を第４６条の３に規定する区分

口座ごとに当社が定める時限までに当

社に申告するものとする。 

２ 指数先物等清算参加者又は原油先物

等清算参加者は、指数先物取引の各限

月取引等について、クローズアウト数

量(有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

くものに限る。)並びに清算取次買建玉

に係る転売又は清算取次売建玉に係る

買戻しをした場合における当該清算取

次買建玉又は当該清算取次売建玉に係

る指数先物等非清算参加者(指数先物取

引（商品指数に係るものを除く。）に

係る取引資格を有する者のうち、指数

先物等清算資格を有しない者をいう。

以下この節において同じ。)又は原油先

物等非清算参加者（指数先物取引(商品

指数のうち、ガソリン、軽油及び原油

に係るものに限る。)に係る取引資格を

有する者のうち、原油先物等清算資格

を有しない者をいう。）の転売及び買

戻しの数量を、第４６条の４に規定す

る区分口座ごとに当社が定める時限ま

（クローズアウト数量等申告） 

第７３条の２０ 指数先物等清算参加者

は、指数先物取引の各限月取引（指定

市場開設者（第３条第２項第５号の指

定金融商品市場を開設する指定市場開

設者をいう。以下この節において同

じ。）が定める限月取引をいう。以下

この節において同じ。）について、ク

ローズアウト数量並びに転売又は買戻

しをした場合（次項に定める場合を除

く。）における転売及び買戻しの数量

を第４６条の３に規定する区分口座ご

とに当社が定める時限までに当社に申

告するものとする。 

 

２ 指数先物等清算参加者は、指数先物

取引の各限月取引について、クローズ

アウト数量（有価証券等清算取次ぎの

委託に基づくものに限る。）並びに清

算取次買建玉に係る転売又は清算取次

売建玉に係る買戻しをした場合におけ

る当該清算取次買建玉又は当該清算取

次売建玉に係る指数先物等非清算参加

者（指数先物取引に係る取引資格を有

する者のうち、指数先物等清算資格を

有しない者をいう。以下この節におい

て同じ。）の転売及び買戻しの数量

を、第４６条の４に規定する区分口座

ごとに当社が定める時限までに当社に

申告するものとする。この場合におい

て、指数先物等清算参加者は、自らの

申告に代えて、当該清算取次買建玉又

は当該清算取次売建玉に係る指数先物

等非清算参加者をして当該申告を行わ

せることができる。 
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でに当社に申告するものとする。この

場合において、指数先物等清算参加者

又は原油先物等清算参加者は、自らの

申告に代えて、当該清算取次買建玉又

は当該清算取次売建玉に係る指数先物

等非清算参加者又は原油先物等非清算

参加者をして当該申告を行わせること

ができる。 

３ 当社は、第１項の規定に基づき申告

を受けた場合には、当該申告に係るク

ローズアウト数量並びに転売及び買戻

しの数量を、決済に係るものとして、

当該指数先物等清算参加者又は原油先

物等清算参加者が管理する第４６条の

３に規定する区分口座ごとに買建玉及

び売建玉から減じるものとする。 

４ 当社は、第２項の規定に基づき申告

を受けた場合には、当該申告に係るク

ローズアウト数量並びに転売及び買戻

しの数量を、決済に係るものとして、

当該指数先物等清算参加者又は原油先

物等清算参加者が管理する第４６条の

４に規定する区分口座ごとに清算取次

買建玉及び清算取次売建玉から減じる

ものとする。 

５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 当社は、第１項の規定に基づき申告

を受けた場合には、当該申告に係るク

ローズアウト数量並びに転売及び買戻

しの数量を、決済に係るものとして、

当該指数先物等清算参加者が管理する

第４６条の３に規定する区分口座ごと

に買建玉及び売建玉から減じるものと

する。 

４ 当社は、第２項の規定に基づき申告

を受けた場合には、当該申告に係るク

ローズアウト数量並びに転売及び買戻

しの数量を、決済に係るものとして、

当該指数先物等清算参加者が管理する

第４６条の４に規定する区分口座ごと

に清算取次買建玉及び清算取次売建玉

から減じるものとする。 

 

５ （略） 

  

（清算数値) 

第７３条の２１ 当社は、取引日（指定

市場開設者が指数先物取引について定

める取引日をいう。以下この節におい

て同じ。)ごとに、指数先物取引の各限

月取引等について、当社が定めるとこ

ろにより、清算数値を定める。 

（清算数値） 

第７３条の２１ 当社は、取引日（指定

市場開設者が指数先物取引について定

める取引日をいう。以下この節におい

て同じ。）ごとに、指数先物取引の各限

月取引について、当社が定めるところ

により、清算数値を定める。 
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(約定数値と清算数値との差に相当する

金銭の授受) 

第７３条の２２ 指数先物取引における

約定数値(指定市場開設者が定める約定

数値をいう。以下同じ。)と当該取引契

約締結を行った取引日の清算数値とを

比較して差を生じたときは、指数先物

等清算参加者又は原油先物等清算参加

者はその差に相当する金銭を当該取引

日の終了する日の翌日において、当社

との間で授受するものとする。この場

合において、金銭を支払う指数先物等

清算参加者又は原油先物等清算参加者

は、当該金銭の授受を行う日の午前１

１時までに、金銭を受領する指数先物

等清算参加者又は原油先物等清算参加

者は、当該金銭の授受を行う日の午後

１時に、金銭を支払い又は受領しなけ

ればならない。 

（約定数値と清算数値との差に相当す

る金銭の授受） 

第７３条の２２ 指数先物取引における

約定数値（指定市場開設者が定める約

定数値をいう。以下同じ。）と当該取引

契約締結を行った取引日の清算数値と

を比較して差を生じたときは、指数先

物等清算参加者はその差に相当する金

銭を当該取引日の終了する日の翌日に

おいて、当社との間で授受するものと

する。この場合において、金銭を支払

う指数先物等清算参加者は、当該金銭

の授受を行う日の午前１１時までに、

金銭を受領する指数先物等清算参加者

は、当該金銭の授受を行う日の午後１

時に、金銭を支払い又は受領しなけれ

ばならない。 

  

(清算数値間の差に相当する金銭の授

受) 

第７３条の２３ 当該取引日の清算数値

と前取引日の清算数値とを比較して差

を生じたときは、指数先物等清算参加

者又は原油先物等清算参加者はその差

に相当する金銭を当該取引日の終了す

る日の翌日において、当社との間で授

受するものとする。この場合におい

て、金銭を支払う指数先物等清算参加

者又は原油先物等清算参加者は、当該

金銭の授受を行う日の午前１１時まで

に、金銭を受領する指数先物等清算参

加者又は原油先物等清算参加者は、当

該金銭の授受を行う日の午後１時に、

（清算数値間の差に相当する金銭の授

受） 

第７３条の２３ 当該取引日の清算数値

と前取引日の清算数値とを比較して差

を生じたときは、指数先物等清算参加

者はその差に相当する金銭を当該取引

日の終了する日の翌日において、当社

との間で授受するものとする。この場

合において、金銭を支払う指数先物等

清算参加者は、当該金銭の授受を行う

日の午前１１時までに、金銭を受領す

る指数先物等清算参加者は、当該金銭

の授受を行う日の午後１時に、金銭を

支払い又は受領しなければならない。 
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金銭を支払い又は受領しなければなら

ない。 

  

（最終決済に伴う金銭の授受） 

第７３条の２４ 指数先物取引における

最終決済（指定市場開設者が定める指

数先物取引における最終決済をいう。）

において、最終清算数値（指定市場開

設者が定める最終清算数値をいう。次

条において同じ。）と取引最終日（指定

市場開設者が指数先物取引に関し定め

る取引最終日をいう。）の清算数値とを

比較して差を生じたときは、指数先物

等清算参加者又は原油先物等清算参加

者はその差に相当する金銭を最終決済

期日（指定市場開設者が定める指数先

物取引における最終決済期日をいう。）

において、当社との間で授受するもの

とする。この場合において、金銭を支

払う指数先物等清算参加者又は原油先

物等清算参加者は、当該金銭の授受を

行う日の午前１１時までに、金銭を受

領する指数先物等清算参加者又は原油

先物等清算参加者は、当該金銭の授受

を行う日の午後１時に、金銭を支払い

又は受領しなければならない。 

（最終決済に伴う金銭の授受） 

第７３条の２４ 指数先物取引における

最終決済（指定市場開設者が定める指

数先物取引における最終決済をいう。）

において、最終清算数値（指定市場開

設者が定める最終清算数値をいう。次

条において同じ。）と取引最終日（指定

市場開設者が指数先物取引に関し定め

る取引最終日をいう。）の清算数値とを

比較して差を生じたときは、指数先物

等清算参加者はその差に相当する金銭

を最終決済期日（指定市場開設者が定

める指数先物取引における最終決済期

日をいう。）において、当社との間で授

受するものとする。この場合におい

て、金銭を支払う指数先物等清算参加

者は、当該金銭の授受を行う日の午前

１１時までに、金銭を受領する指数先

物等清算参加者は、当該金銭の授受を

行う日の午後１時に、金銭を支払い又

は受領しなければならない。 

  

（建玉の移管） 

第７３条の４４ この業務方法書に別に

定める場合のほか、清算参加者は、当

社の承認を受けて、他の清算参加者に

先物・オプション取引の未決済約定

（Ｌａｒｇｅ取引における取引最終日

（指定市場開設者（第３条第２項第３

号の指定金融商品市場を開設する指定

市場開設者をいう。）が当該取引に関し

（建玉の移管） 

第７３条の４４ この業務方法書に別に

定める場合のほか、清算参加者は、当

社の承認を受けて、他の清算参加者に

先物・オプション取引の未決済約定

（Ｌａｒｇｅ取引における取引最終日

（指定市場開設者（第３条第２項第３

号の指定金融商品市場を開設する指定

市場開設者をいう。）が当該取引に関
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定める取引最終日をいう。）が到来した

限月取引（指定市場開設者（第３条第

２項第３号の指定金融商品市場を開設

する指定市場開設者をいう。）が定める

限月取引をいう。）の当該取引最終日か

ら起算して２日目の午後１時以降の当

該限月取引に係る未決済約定、商品先

物取引及び商品先物オプション取引に

おける取引最終日（指定市場開設者

（第３条第２項第６号の２及び第６号

の３の指定金融商品市場を開設する指

定市場開設者をいう。）が当該取引に関

し定める取引最終日をいう。）が到来し

た限月取引（指定市場開設者（第３条

第２項第６号の２及び第６号の３の指

定金融商品市場を開設する指定市場開

設者をいう。）が定める限月取引をい

う。）の当該取引最終日の午後２時以降

の当該限月取引に係る未決済約定並び

にクロスマージン対象国債先物清算約

定を除く。以下この章において同じ。）

を引き継ぐことができる。 

２・３ （略） 

４ 第３条第２項第３号、第５号及び第６

号の２に掲げる清算対象取引に係る建

玉の移管は、当該建玉の移管が行われる

日の前日に終了する取引日（指定市場開

設者が先物・オプション取引に関し定め

る取引日をいう。以下同じ。）における各

限月取引（指定市場開設者が先物・オプ

ション取引に関し定める限月取引をい

う。以下同じ。）の清算値段若しくは清算

数値又は各限日取引の清算値段を約定

値段又は約定数値として行われるもの

とする。 

５ （略） 

し定める取引最終日をいう。）が到来

した限月取引の当該取引最終日から起

算して２日目の午後１時以降の当該限

月取引に係る未決済約定、商品先物取

引及び商品先物オプション取引におけ

る取引最終日（指定市場開設者（第３

条第２項第６号の２及び第６号の３の

指定金融商品市場を開設する指定市場

開設者をいう。）が当該取引に関し定

める取引最終日をいう。）が到来した

限月取引の当該取引最終日の午後２時

以降の当該限月取引に係る未決済約定

並びにクロスマージン対象国債先物清

算約定を除く。以下この章において同

じ。）を引き継ぐことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ （略） 

４ 第３条第２項第３号、第５号及び第６

号の２に掲げる清算対象取引に係る建

玉の移管は、当該建玉の移管が行われる

日の前日に終了する取引日（指定市場開

設者が先物・オプション取引に関し定め

る取引日をいう。以下同じ。）における

各限月取引の清算値段若しくは清算数

値又は各限日取引の清算値段を約定値

段又は約定数値として行われるものと

する。 

 

 

５ （略） 
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（決済不履行による損失の補填） 

第７８条 （略） 

２～４ （略） 

５ 当社は、次の各号に掲げる清算資格

の種類ごとに、第１項から前項までの

規定により補填し得ない損失がある場

合は、当社の次の各号に定める準備金

の積立額を取り崩すことにより補填す

る。 

（１） （略） 

（２） 貴金属先物等清算資格、ゴム

先物等清算資格、農産物先物等清算

資格及び原油先物等清算資格 

商品先物等決済保証準備金 

６・７ （略） 

（決済不履行による損失の補填） 

第７８条 （略） 

２～４ （略） 

５ 当社は、次の各号に掲げる清算資格

の種類ごとに、第１項から前項までの

規定により補填し得ない損失がある場

合は、当社の次の各号に定める準備金

の積立額を取り崩すことにより補填す

る。 

（１） （略） 

（２） 貴金属先物等清算資格、ゴム

先物等清算資格及び農産物先物等清

算資格 

商品先物等決済保証準備金 

６・７ （略） 

  

（不履行清算参加者以外の清算参加者

の清算基金による損失の補填） 

第７８条の２ 当社は、不履行清算参加

者が当社との間における清算約定の決

済を履行しないことにより当社が受け

た現物清算資格、国債先物等清算資

格、指数先物等清算資格、貴金属先物

等清算資格、ゴム先物等清算資格、農

産物先物等清算資格、原油先物等清算

資格又はＦＸ清算資格に係る損失(第７

６条の規定に基づく処理に際し当社が

受けた損失を含む。以下この条及び次

条において同じ。)について、前条に定

めるところによってもなお補填し得な

い損失がある場合には、当社が定める

ところにより、次の各号に掲げる清算

資格の区分に従い、当該各号に定める

清算基金の額をもって、それぞれの清

（不履行清算参加者以外の清算参加者

の清算基金による損失の補填） 

第７８条の２ 当社は、不履行清算参加

者が当社との間における清算約定の決

済を履行しないことにより当社が受け

た現物清算資格、国債先物等清算資

格、指数先物等清算資格、貴金属先物

等清算資格、ゴム先物等清算資格、農

産物先物等清算資格又はＦＸ清算資格

に係る損失（第７６条の規定に基づく

処理に際し当社が受けた損失を含む。

以下この条及び次条において同じ。）に

ついて、前条に定めるところによって

もなお補填し得ない損失がある場合に

は、当社が定めるところにより、次の

各号に掲げる清算資格の区分に従い、

当該各号に定める清算基金の額をもっ

て、それぞれの清算資格に係る補填し

得ない損失額を補填する。 
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算資格に係る補填し得ない損失額を補

填する。 

（１）・（２） （略） 

２～４ （略） 

 

（１）・（２） （略） 

２～４ （略） 

  

（先物等清算資格に係る特別清算料

等） 

第７９条の２ 当社は、先物等清算資格

を有する不履行清算参加者が当社との

間における清算約定の決済を履行しな

いことにより当社が受けた損失につい

て、第７８条の２に定めるところによ

ってもなお補填し得ない損失がある場

合には、破綻処理単位期間清算参加者

は、当社が定めるところにより、第一

特別清算料を納入するものとする。こ

の場合においては、当社は、当該第一

特別清算料をもって、当該補填し得な

い損失額を補填する。 

２～６ （略） 

（先物等清算資格に係る特別清算料

等） 

第７９条の２ 当社は、先物等清算資格

を有する不履行清算参加者が当社との

間における清算約定の決済を履行しな

いことにより当社が受けた損失につい

て、第７８条に定めるところによって

もなお補填し得ない損失がある場合に

は、破綻処理単位期間清算参加者は、

当社が定めるところにより、第一特別

清算料を納入するものとする。この場

合においては、当社は、当該第一特別

清算料をもって、当該補填し得ない損

失額を補填する。 

２～６ （略） 

 

 

 

付 則  

１ この改正規定は、令和３年９月２１

日から施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定

に係る当社と清算参加者の間の決済を

行うために必要な当社が設置するシス

テムの稼働に支障が生じた場合その他

やむを得ない事由により、改正後の規

定を適用することが適当でないと当社

が認める場合には、令和３年９月２１

日以後の当社が定める日から施行す

る。 
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

(定義) 

第２条 （略） 

２～８ （略） 

９ この規則において「清算参加者」とは、

業務方法書第５条第１項に規定する清

算参加者のうち国債先物等清算資格、指

数先物等清算資格、貴金属先物等清算資

格、ゴム先物等清算資格、農産物先物等

清算資格又は原油先物等清算資格を有

する者をいう。 

１０ この規則において「非清算参加者」

とは、業務方法書第７３条の２第２項に

規定する指数先物等非清算参加者、同第

７３条の６第２項に規定する国債先物

等非清算参加者、同第７３条の２０第２

項に規定する指数先物等非清算参加者

及び原油先物等非清算参加者、同第７３

条の２６第２項に規定する指数先物等

非清算参加者並びに同第７３条の３１

の２第２項に規定する商品先物等非清

算参加者をいう。 

１１～１５ （略） 

(定義) 

第２条 （略） 

２～８ （略） 

９ この規則において「清算参加者」とは、

業務方法書第５条第１項に規定する清

算参加者のうち国債先物等清算資格、指

数先物等清算資格、貴金属先物等清算資

格、ゴム先物等清算資格又は農産物先物

等清算資格を有する者をいう。 

 

１０ この規則において「非清算参加者」

とは、業務方法書第７３条の２第２項に

規定する指数先物等非清算参加者、同第

７３条の６第２項に規定する国債先物

等非清算参加者、同第７３条の２０第２

項に規定する指数先物等非清算参加者、

同第７３条の２６第２項に規定する指

数先物等非清算参加者及び同第７３条

の３１の２第２項に規定する商品先物

等非清算参加者をいう。 

 

１１～１５ （略） 

 

 

 

付 則  

１ この改正規定は、令和３年９月２１

日から施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定

に係る当社と清算参加者の間の決済を

行うために必要な当社又は当社以外の

機関が設置するシステムの稼働に支障

が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用すること
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が適当でないと当社が認める場合に

は、令和３年９月２1日以後の当社が定

める日から施行する。 
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業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算資格の取得申請） 

第４条 業務方法書第６条第１項から第

４項まで及び同条第６項の清算資格の

取得申請は、清算資格の取得申請者が、

次の各号に掲げる事項を記載した所定

の清算資格取得申請書を当社に提出し

て行うものとする。 

（１） 取得しようとする清算資格の種

類及び自社清算資格又は他社清算資

格の別（業務方法書第６条第３項に規

定する現物清算資格の取得の申請を

行う場合にあっては、同第３条第２項

第７号から第１０号までに掲げる取

引のみを清算対象取引とすることを

条件とする自社清算資格である旨、同

条第４項に規定する貴金属先物等清

算資格、ゴム先物等清算資格、農産物

先物等清算資格又は原油先物等清算

資格の取得の申請を行う場合にあっ

ては、自社清算資格である旨を記載す

ることとし、同第６条第６項に規定す

るＥＴＦ特別清算資格の取得の申請

を行う場合にあっては、自社清算資格

又は他社清算資格の別の記載を要し

ない。） 

（２）～（５） （略） 

２～４ （略） 

（清算資格の取得申請） 

第４条 業務方法書第６条第１項から第

４項まで及び同条第６項の清算資格の

取得申請は、清算資格の取得申請者が、

次の各号に掲げる事項を記載した所定

の清算資格取得申請書を当社に提出し

て行うものとする。 

（１） 取得しようとする清算資格の種

類及び自社清算資格又は他社清算資

格の別（業務方法書第６条第３項に規

定する現物清算資格の取得の申請を

行う場合にあっては、同第３条第２項

第７号から第１０号までに掲げる取

引のみを清算対象取引とすることを

条件とする自社清算資格である旨、同

条第４項に規定する貴金属先物等清

算資格、ゴム先物等清算資格又は農産

物先物等清算資格の取得の申請を行

う場合にあっては、自社清算資格であ

る旨を記載することとし、同第６条第

６項に規定するＥＴＦ特別清算資格

の取得の申請を行う場合にあっては、

自社清算資格又は他社清算資格の別

の記載を要しない。） 

 

（２）～（５） （略） 

２～４ （略） 

  

（清算受託契約） 

第１０条 業務方法書第３９条第１項に

規定する清算受託契約は、次の各号に掲

げる他社清算参加者の清算資格の種類

に従い、当該各号に定める別紙様式によ

（清算受託契約） 

第１０条 業務方法書第３９条第１項に

規定する清算受託契約は、次の各号に掲

げる他社清算参加者の清算資格の種類

に従い、当該各号に定める別紙様式によ
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るものとする。 

（１）～（６） （略） 

（７） 原油先物等清算資格 

別紙様式８ 

（８） ＦＸ清算資格 

別紙様式９ 

るものとする。 

（１）～（６） （略） 

（新設） 

 

（７） ＦＸ清算資格 

別紙様式８ 

  

（指数先物取引の清算数値） 

第２０条の８ 業務方法書第７３条の２

１に規定する当社が定める清算数値は、

次の各号に掲げる指数先物取引の区分

に従い、当該各号に定めるところによ

る。ただし、当社が当該各号に定めると

ころによることが適当でないと認める

場合は、当社がその都度定める。 

（１） 指数先物取引（次号に掲げるも

のを除く。） 

ａ 次のｂに掲げるもの以外の指数

先物取引 

当該取引日の指数先物取引の約

定数値（ストラテジー取引による約

定数値を除く。以下この号において

同じ。）のうち午後３時から指定市

場開設者が定める日中立会の終了

時までの間における立会による最

終の約定数値とする。ただし、当該

最終の約定数値がない場合又は当

該取引日の立会における約定数値

を清算数値とすることが適当でな

いと認める場合には、当該取引日の

終了する日における最終の取引対

象指数の数値に基づき別表第２に

定める方法により算出する当該限

月取引等に係る理論価格及び当日

の日中立会の終了時における呼値

の状況等を勘案して当社が定める

（指数先物取引の清算数値） 

第２０条の８ 業務方法書第７３条の２

１に規定する当社が定める清算数値は、

次の各号に掲げる指数先物取引の区分

に従い、当該各号に定めるところによ

る。ただし、当社が当該各号に定めると

ころによることが適当でないと認める

場合は、当社がその都度定める。 

（１） 指数先物取引（次号に掲げるも

のを除く。） 

ａ 次のｂに掲げるもの以外の指数

先物取引 

当該取引日の指数先物取引の約

定数値（ストラテジー取引による約

定数値を除く。以下この号において

同じ。）のうち午後３時から指定市

場開設者が定める日中立会の終了

時までの間における立会による最

終の約定数値とする。ただし、当該

最終の約定数値がない場合又は当

該取引日の立会における約定数値

を清算数値とすることが適当でな

いと認める場合には、当該取引日の

終了する日における最終の取引対

象指数の数値に基づき別表第２に

定める方法により算出する当該限

月取引に係る理論価格及び当日の

日中立会の終了時における呼値の

状況等を勘案して当社が定める数
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数値とする。 

ｂ （略） 

（２） 日経平均・配当指数（株式会社

日本経済新聞社（以下「日本経済新聞

社」という。）が算出する日経平均・配

当指数をいう。）を対象とする指数先

物取引 

 

 

 

 

 

ａ （略） 

ｂ 前ａに規定する約定数値がない

限月取引及び同ａに規定する平均

値を算出できない限月取引につい

ては、当該取引日の立会における同

ａに規定する立会終了前の当社が

定める時間より前に約定数値があ

る場合には、当該約定数値のうち最

終の約定数値とし、当該取引日の立

会において約定数値がない場合に

は、当該限月取引の前取引日におけ

る清算数値とする。  

 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

値とする。 

ｂ （略） 

（２） 配当指数（日経平均・配当指数

（株式会社日本経済新聞社（以下「日

本経済新聞社」という。）が算出する日

経平均・配当指数をいう。）並びにＴＯ

ＰＩＸ配当指数及びＴＯＰＩＸ Ｃ

ｏｒｅ３０配当指数（株式会社東京証

券取引所が算出するＴＯＰＩＸ配当

指数及びＴＯＰＩＸ Ｃｏｒｅ３０

配当指数をいう。）以下同じ。）を対象

とする指数先物取引 

ａ （略） 

ｂ 前ａに規定する約定数値がない

限月取引及び同ａに規定する平均

値を算出できない限月取引につい

ては、当該取引日の立会における同

ａに規定する立会終了前の当社が

定める時間より前に約定数値があ

る場合には、当該約定数値のうち最

終の約定数値とし、当該取引日の立

会において約定数値がない場合に

は、次の（ａ）又は（ｂ）に掲げる

限月取引の区分に従い、当該（ａ）

又は（ｂ）に定めるところによる。  

（ａ） 当社の定める中心限月取引

及び直近の限月取引 

当該限月取引の前取引日にお

ける清算数値とする。  

（ｂ） 前（ａ）に掲げる限月取引

以外の限月取引  

当該限月取引の前取引日にお

ける清算数値に、前（ａ）の中心

限月取引の当該取引日における

清算数値から前取引日における

清算数値を減じて得た数値を加
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ｃ ａ及び前ｂの規定にかかわらず、

当該取引日の立会における約定数

値の状況等を勘案して、同ａ及びｂ

の規定に基づき清算数値を定める

ことが適当でないと認める限月取

引については、当日の立会の呼値の

状況等を勘案して、当社が定める数

値とする。 

えて得た数値とする。 

ｃ ａ及び前ｂの規定にかかわらず、

当該取引日の立会における約定数

値の状況等を勘案して、同ａ及びｂ

の規定に基づき清算数値を定める

ことが適当でないと認める限月取

引及び取引開始日以後取引が成立

したことがない限月取引について

は、当日の立会の呼値の状況等を勘

案して、当社が定める数値とする。 

  

（証券取引等決済保証準備金の積立て

等) 

第５７条 （略） 

２ （略） 

３ 前項の規定にかかわらず、当社は、業

務方法書第７６条の２第１項に規定す

る破綻処理単位期間が設定され、当該破

綻処理単位期間において発生した破綻

のために証券取引等決済保証準備金の

全部又は一部が取り崩された場合にお

いては、当該破綻処理単位期間が終了し

た都度、前項に定める証券取引等決済保

証準備金の積み立てを行う。 

（証券取引等決済保証準備金の積立て

等) 

第５７条 （略） 

２ （略） 

３ 前項の規定にかかわらず、当社は、業

務方法書第７６条の２第１項に規定す

る破綻処理単位期間が設定され、当該破

綻処理単位期間において発生した破綻

のために証券取引等決済保証準備金の

全部又は一部が取り崩された場合にお

いては、当該破綻処理単位期間が終了し

た都度、前項に定める証券取引等決済補

償準備金の積み立てを行う。 

  

(清算基金による損失の補填方法) 

第５９条 業務方法書第７８条の２第１

項及び第２項に規定する補填は、次の各

号に掲げる損失の区分に従い、当該各号

に定めるところにより行うものとする。 

（１）～（６） （略） 

（７） 原油先物等清算資格に係る未補

填損失(業務方法書第７８条の２第１

項第２号に規定する補填し得ない損

失のうち、原油先物等清算資格に係る

ものをいう。) 

(清算基金による損失の補填方法) 

第５９条 業務方法書第７８条の２第１

項及び第２項に規定する補填は、次の各

号に掲げる損失の区分に従い、当該各号

に定めるところにより行うものとする。 

（１）～（６） （略） 

（新設） 
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第２号の規定を準用する。この場合

において、同号中「国債先物等清算資

格」とあるのは「原油先物等清算資格」

と、「国債先物等清算参加者」とあるの

は「原油先物等清算参加者」と、それ

ぞれ読み替えるものとする。 

（８） （略） 

 

 

 

 

 

 

（７） （略） 

  

（特別清算料の徴収による損失の補填） 

第６０条 （略） 

２ （略） 

３ 業務方法書第７９条の２第２項の規

定に基づき、同項の超過額を国債先物等

清算資格、指数先物等清算資格、貴金属

先物等清算資格、ゴム先物等清算資格、

農産物先物等清算資格又は原油先物等

清算資格における破綻処理単位期間清

算参加者に按分する場合には、当該超過

額を清算資格の種類ごとの補填し得な

い損失額に応じて按分し、さらに、当該

按分した額を、破綻処理単位期間清算参

加者それぞれの破綻処理単位期間の開

始日の前日における当該清算資格に係

る清算基金所要額に応じて按分するこ

とによるものとする。 

４ 業務方法書第７９条の２第４項の規

定に基づき、同項の超過額を国債先物等

清算資格、指数先物等清算資格、貴金属

先物等清算資格、ゴム先物等清算資格、

農産物先物等清算資格又は原油先物等

清算資格における破綻処理単位期間清

算参加者に按分する場合には、当該超過

額を清算資格の種類ごとの補填し得な

い損失額に応じて按分し、さらに、当該

按分した額を、破綻処理単位期間におい

て発生した破綻のそれぞれについて業

（特別清算料の徴収による損失の補填） 

第６０条 （略） 

２ （略） 

３ 業務方法書第７９条の２第２項の規

定に基づき、同項の超過額を国債先物等

清算資格、指数先物等清算資格、貴金属

先物等清算資格、ゴム先物等清算資格又

は農産物先物等清算資格における破綻

処理単位期間清算参加者に按分する場

合には、当該超過額を清算資格の種類ご

との補填し得ない損失額に応じて按分

し、さらに、当該按分した額を、破綻処

理単位期間清算参加者それぞれの破綻

処理単位期間の開始日の前日における

当該清算資格に係る清算基金所要額に

応じて按分することによるものとする。 

 

４ 業務方法書第７９条の２第４項の規

定に基づき、同項の超過額を国債先物等

清算資格、指数先物等清算資格、貴金属

先物等清算資格、ゴム先物等清算資格又

は農産物先物等清算資格における破綻

処理単位期間清算参加者に按分する場

合には、当該超過額を清算資格の種類ご

との補填し得ない損失額に応じて按分

し、さらに、当該按分した額を、破綻処

理単位期間において発生した破綻のそ

れぞれについて業務方法書第７６条第
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務方法書第７６条第５項に規定する支

払不能等を認定した日から当該支払不

能等を認定に係る処理が完了した日ま

での期間（以下「処分期間」という。）に

おける破綻処理単位期間清算参加者の

全ての区分口座における先物取引に係

る差金とオプション取引に係る取引代

金及びネットオプション価値（破綻処理

単位期間清算参加者が処分期間におい

て保持する建玉について、当該処分期間

におけるオプションの清算価格と建玉

数量を乗算して当社が都度定める値を

いう。）より当社が都度定める差金代金

相当額の受け取るべき額の総額から支

払うべき額の総額を控除した額（ただ

し、当該額が正の場合に限る。）に応じて

按分することによるものとする。 

５項に規定する支払不能等を認定した

日から当該支払不能等を認定に係る処

理が完了した日までの期間（以下「処分

期間」という。）における破綻処理単位期

間清算参加者の全ての区分口座におけ

る先物取引に係る差金とオプション取

引に係る取引代金及びネットオプショ

ン価値（破綻処理単位期間清算参加者が

処分期間において保持する建玉につい

て、当該処分期間におけるオプションの

清算価格と建玉数量を乗算して当社が

都度定める値をいう。）より当社が都度

定める差金代金相当額の受け取るべき

額の総額から支払うべき額の総額を控

除した額（ただし、当該額が正の場合に

限る。）に応じて按分することによるも

のとする。 

 

 

 

付 則  

１ この改正規定は、令和３年９月２１日

から施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に

係る当社と清算参加者の間の決済を行

うために必要な当社又は当社以外の機

関が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由に

より、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和

３年９月２１日以後の当社が定める日

から施行する。 

 

３ 第５条の規定（清算資格取得手数料の

納入に係る部分に限る。）は、この改正規

定施行の日以降当分の間、既に他の先物

等清算資格を有する清算参加者が原油

先物等清算資格を取得する場合には適

 



25 

用しない。 

  

別表第２ 指数先物取引の清算数値に係る

理論価格等の算出に関する表 

 

理論価格＝Se^(r-δ)τ 

（注）１． 上式における各記号の意味は、

次のとおりとする。 

S：当該取引日の終了する日における

対象指数に関連する値の中から当

社が指定する値 

e：自然対数の底 

r：当社が指定する金利 

δ：予想配当利回り 

τ：翌日から当該限月取引の取引最

終日の終了する日の翌日（休業日

に当たるときは、順次繰り下げ

る。）までの日数／３６５ 

２． （略） 

別表第２ 指数先物取引の清算数値に係る

理論価格等の算出に関する表 

 

理論価格＝Se^(r-δ)τ 

（注）１． 上式における各記号の意味は、

次のとおりとする。 

S：当該取引日の終了する日における

最終の取引対象指数 

 

e：自然対数の底 

r：当社が指定する金利 

δ：予想配当利回り 

τ：翌日から当該限月取引の取引最

終日の終了する日の翌日（休業日

に当たるときは、順次繰り下げ

る。）までの日数／３６５ 

２． （略） 

  

別紙様式４ 

指数先物等清算受託契約書 

（略） 

 

（有価証券等清算取次ぎの対象取引） 

第１条 本契約において対象となる取引

（以下「対象取引」という。）は、クリア

リング機構の業務方法書において有価

証券等清算取次ぎの対象取引として定

める取引のうち、有価証券オプション取

引（有価証券オプションの権利行使によ

り成立する対象有価証券の売買を除く。

以下この条において同じ。）、指数先物取

引（商品（法第２条第２４項第３号の３

に掲げる商品をいう。）に係る指数に係

るものを除く。以下同じ。）及び指数オプ

別紙様式４ 

指数先物等清算受託契約書 

（略） 

 

（有価証券等清算取次ぎの対象取引） 

第１条 本契約において対象となる取引

（以下「対象取引」という。）は、クリア

リング機構の業務方法書において有価

証券等清算取次ぎの対象取引として定

める取引のうち、有価証券オプション取

引（有価証券オプションの権利行使によ

り成立する対象有価証券の売買を除く。

以下この条において同じ。）、指数先物取

引及び指数オプション取引とする。 
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ション取引とする。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

  

別紙様式８ 

原油先物等清算受託契約書 

 

（以下「甲」という。）及び （以下「乙」

という。）は、乙の委託に基づき甲が行う

有価証券等清算取次ぎ（指数先物取引に

係るものに限る。）に関し、次のとおり契

約する。なお、本契約における用語の意

義は、株式会社日本証券クリアリング機

構（以下「クリアリング機構」という。）

の業務方法書その他の規則において定

めるところによるものとする。 

 

（有価証券等清算取次ぎの対象取引） 

第１条 本契約において対象となる取引

（以下「対象取引」という。）は、クリア

リング機構の業務方法書において有価

証券等清算取次ぎの対象取引として定

める取引のうち、指数先物取引（商品（法

第２条第２４項第３号の３に掲げる商

品をいう。以下同じ。）に係る指数（ガソ

リン、軽油及び原油に係るものに限る。）

に係るものに限る。以下同じ。）とする。 

２ 指定市場開設者の定めるところによ

り乙を清算執行取引参加者とするギブ

アップが成立した場合に甲とクリアリ

ング機構の間で新たに発生した対象取

引については、有価証券等清算取次ぎの

委託に基づき成立したものとみなして、

本契約（第５条を除く。）を適用する。 

 

（指定清算参加者としての指定） 

第２条 乙は、対象取引について、常に有

（新設） 
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価証券等清算取次ぎの委託先とする清

算参加者（以下「指定清算参加者」とい

う。）として甲を任意に指定することが

できるものとする。 

 

（指定を受けた場合の未決済取引の引継

ぎ） 

第３条 甲は、乙が指定清算参加者として

甲以外の清算参加者を指定していた場

合において、当該指定を甲に変更したと

きは、乙の対象取引に係る有価証券等清

算取次ぎの委託に基づく取引で未決済

のもの（清算約定に係るものに限る。）

を、変更前の指定清算参加者から引き継

ぐものとする。 

２ 甲は、乙がその有する原油先物等清算

資格を喪失した場合において、甲を指定

清算参加者として指定した場合には、甲

は、乙の清算約定で未決済のものを引き

継ぐものとする。 

 

（指定を変更した場合等の未決済取引の

引継ぎ） 

第４条 甲は、乙が指定清算参加者として

甲を指定していた場合において、当該指

定を他の清算参加者に変更したときは、

乙の対象取引に係る有価証券等清算取

次ぎの委託に基づく取引で未決済のも

の（清算約定に係るものに限る。）を、乙

が新たに指定した他の清算参加者に引

き継ぐものとする。 

２ 甲は、乙が指定清算参加者として甲を

指定していた場合において、乙がクリア

リング機構の原油先物等清算資格を取

得したときは、乙の対象取引に係る有価

証券等清算取次ぎの委託に基づく清算
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約定で未決済のものを乙に引き継ぐも

のとする。 

 

（売買の成立等） 

第５条 甲が乙から指定清算参加者とし

て指定されている場合における対象取

引については、乙が甲を代理して成立さ

せるものとする。 

２ 前項の場合において、対象取引に係る

有価証券等清算取次ぎについては、指定

市場開設者が定めるところにより対象

取引に係る呼値又は申込みを行ったと

きに、乙から甲に対し対象取引に係る有

価証券等清算取次ぎの委託の申込みが

行われ、かつ、甲は対象取引に係る有価

証券等清算取次ぎの受託をしたものと

みなす。 

 

（清算取次口座） 

第６条 乙の対象取引に係る有価証券等

清算取次ぎの委託に基づく取引に係る

取引証拠金、非清算参加者証拠金、対象

取引に係る値洗いのために授受する金

銭（約定指数と清算指数との差及び取引

日の清算指数と前取引日の清算指数と

の差に相当する金銭をいう。）、対象取引

に係る最終決済のために授受する金銭、

その他授受する有価証券及び金銭は、す

べて乙が甲に設定する清算取次口座に

おいて処理するものとする。 

 

（期限の利益の喪失） 

第７条 乙について次の各号の事由のい

ずれかが生じた場合には、乙は、甲から

通知、催告等がなくても甲に対する対象

取引に係る有価証券等清算取次ぎの委
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託に基づく取引に係る債務について当

然期限の利益を失い、直ちに債務を弁済

しなければならない。 

（１） 支払の停止又は破産手続開始、

再生手続開始、会社更生手続開始若し

くは特別清算開始の申立てがあった

とき。 

（２） 手形交換所又は電子記録債権法

（平成１９年法律第１０２号）第２条

第２項に規定する電子債権記録機関

の取引停止処分を受けたとき。 

（３） 乙の甲に対する対象取引に係る

有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

く取引に係る債権又はその他一切の

債権のいずれかについて仮差押、保全

差押又は差押の命令、通知が発送され

たとき。 

（４） 乙の甲に対する対象取引に係る

有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

く取引に係る債務について差し入れ

又は預託している担保の目的物につ

いて差押又は競売手続の開始があっ

たとき。 

（５） 外国の法令に基づく前各号のい

ずれかに相当又は類する事由に該当

したとき。 

２ 乙について次の各号の事由のいずれ

かが生じた場合には、乙は、甲の請求に

よって甲に対する対象取引に係る有価

証券等清算取次ぎの委託に基づく取引

に係る債務の期限の利益を失い、直ちに

債務の弁済をしなければならない。 

（１） 乙の甲に対する対象取引に係る

有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

く取引に係る債務について一部でも

履行を遅滞したとき（クリアリング機
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構の業務方法書第２９条の２第２項

に規定する措置に乙が従わなかった

ことによるものを除く。）。 

（２） 乙の甲に対する債務（対象取引

に係る有価証券等清算取次ぎの委託

に基づく取引に係る債務を除く。）に

ついて差し入れている担保の目的物

について差押又は競売手続の開始（外

国の法令に基づくこれらのいずれか

に相当又は類する事由に該当した場

合を含む。）があったとき。 

 

（支払の停止があった場合等における取

扱い） 

第８条 乙が前条第１項各号のいずれか

に該当したときは、甲は任意に、乙のす

べての対象取引に係る有価証券等清算

取次ぎの委託に基づく取引につき、対象

取引に係る転売若しくは買戻しを、乙の

計算において行うことができる。 

２ 乙が前条第２項第１号に該当したと

きは、甲は任意に、当該遅滞に係る対象

取引に係る有価証券等清算取次ぎの委

託に基づく取引を決済するために必要

な対象取引に係る転売若しくは買戻し

を、乙の計算において行うことができ

る。 

３ 乙が前条第２項各号のいずれかに該

当したときは、甲の請求により、乙は甲

の指定する日時までに、乙のすべての対

象取引に係る有価証券等清算取次ぎの

委託に基づく取引を決済するために必

要な対象取引に係る転売若しくは買戻

しに係る有価証券等清算取次ぎの委託

を行うものとする。 

４ 乙が前項の日時までに対象取引に係
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る転売若しくは買戻しに係る有価証券

等清算取次ぎの委託を行わないときは、

甲は任意に、乙の計算において対象取引

に係る有価証券等清算取次ぎの委託に

基づく取引を決済するために必要な対

象取引に係る転売若しくは買戻しを行

うことができる。 

５ 前各項の規定にかかわらず、乙が指定

市場開設者から取引資格の取消し、除

名、会員権の停止若しくは制限又は有価

証券等清算取次ぎの委託の停止の処分、

処置又は措置（本契約に基づく対象取引

に係る有価証券等清算取次ぎに関係あ

るものに限る。）を受けたときは、甲及び

乙は、当該処分、処置又は措置を行った

指定市場開設者及びクリアリング機構

の定めるところに従うものとする。 

６ 第１項から第４項までの規定に基づ

き対象取引に係る転売若しくは買戻し

を行った結果又は前項の規定に基づき

指定市場開設者及びクリアリング機構

の定めるところに従い対象取引に係る

転売若しくは買戻しを行った結果、甲に

損失が生じた場合には、乙は、甲に対し

てその額に相当する金銭を直ちに支払

うものとする。 

 

（甲に増担保等措置が行われた場合の対

応） 

第８条の２ 乙の有価証券等清算取次ぎ

の委託に基づく対象取引についてクリ

アリング機構の業務方法書第２９条の

２第２項に規定する措置を甲が乙に対

して実施したときは、乙は当該措置に従

わなければならない。 
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（甲にポジション保有状況の改善指示が

行われた場合における転売又は買戻し等） 

第８条の３ 甲は、乙が正当な理由なく前

条に定める措置に従わないことによっ

て、クリアリング機構の業務方法書に基

づくポジション保有状況の改善指示（以

下この条において「改善指示」という。）

を受けた場合には、乙に対して、乙の対

象取引に係る有価証券等清算取次ぎの

委託に基づく清算約定で未決済のもの

の決済又は他の清算参加者への引継ぎ

を要請することができる。 

２ 甲は、改善指示に適合するべく合理的

な努力を行ってもなお改善指示に適合

できない場合で、かつ、乙に対して、あ

らかじめ合理的な猶予期間を定めて前

項の要請を行ったにもかかわらず、乙が

これらを正当な理由なく行わなかった

場合には、合理的に必要と認められる範

囲内において、乙の甲に対する対象取引

に係る有価証券等清算取次ぎの委託に

基づく取引を決済するために、乙の計算

において、対象取引に係る転売又は買戻

し（これらの委託を含む。）を行うことが

できる。 

３ 甲が前項の規定に基づき同項の転売

又は買戻し（これらの委託を含む。）を行

った結果、乙が損害を被った場合であっ

ても、乙は、甲及びクリアリング機構に

対してその損害の賠償を請求しないも

のとする。ただし、甲又はクリアリング

機構に故意又は重過失が認められる場

合にあっては、当該故意又は重過失があ

る者に対する請求はこの限りではない。 

 

（清算参加者の決済不履行の場合におけ
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る措置等） 

第８条の４ 甲は、乙の有価証券等清算取

次ぎの委託に基づく対象取引について、

クリアリング機構の業務方法書第７６

条の４第１項の規定により期限前終了

する建玉に指定された場合には、乙の甲

に対する対象取引に係る有価証券等清

算取次ぎの委託に基づく取引を決済す

るために、乙の計算において、対象取引

に係る転売又は買戻し（これらの委託を

含む。）を行うことができる。 

２ 甲が前項の規定に基づき転売又は買

戻し（これらの委託を含む。）を行った結

果、乙が損害を被った場合であっても、

乙は、甲及びクリアリング機構に対して

その損害の賠償を請求しないものとす

る。ただし、甲又はクリアリング機構に

故意又は重過失が認められる場合にあ

っては、当該故意又は重過失がある者に

対する請求はこの限りではない。 

 

（差引計算） 

第９条 第７条の規定により乙が期限の

利益を喪失し、甲に対する対象取引に係

る有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

く取引に係る債務を履行しなければな

らない場合には、当該債務と乙の甲に対

する対象取引に係る有価証券等清算取

次ぎの委託に基づく取引に係る債権そ

の他一切の債権とを、その債権の期限の

いかんにかかわらず、甲は、いつでも相

殺することができる。 

２ 前項の相殺ができる場合には、甲は事

前の通知及び所定の手続を省略し、乙に

代わり諸預け金の払戻しを受け、債務の

弁済に充当することもできる。 
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３ 前２項によって差引計算をする場合、

債権債務の利息、損害金等の計算につい

ては、その期間を計算実行の日までと

し、債権債務の利率及び甲に対する債務

の遅延損害金の率については甲の定め

る率によるものとする。 

 

（代用有価証券の処分） 

第１０条 第７条の規定により乙が期限

の利益を喪失したときは、甲は、通知、

催告を行わず、かつ法律上の手続によら

ないで、対象取引に係る有価証券等清算

取次ぎの委託に基づく取引に係る債務

の履行を確保するために乙が取引証拠

金又は非清算参加者証拠金として差し

入れ又は預託している有価証券を、乙の

計算において、その方法、時期、場所、

価格等につき甲の任意で処分し、その取

得金から諸費用を差し引いた残額を法

定の順序にかかわらず債務の弁済に充

当できるものとし、また当該弁済充当を

行った結果、残債務がある場合は乙は直

ちに弁済を行うものとする。 

 

（占有物の処分） 

第１１条 第７条の規定により乙が期限

の利益を喪失したときは、甲は、占有し

ている乙の動産及び占有し、又は社債、

株式等の振替に関する法律（平成１３年

法律第７５号）に基づき甲の口座に記録

している乙の有価証券等を処分できる

ものとし、この場合甲はすべて前条に準

じて取り扱うものとすること。 

 

（弁済等充当の順序） 

第１２条 債務の弁済又は第９条の差引
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計算を行う場合、乙の甲に対する対象取

引に係る有価証券等清算取次ぎの委託

に基づく取引に係る債務の全額を消滅

させるに足りないときは、甲は、甲が適

当と認める順序方法により充当するこ

とができるものとする。 

 

（遅延損害金の支払） 

第１３条 乙が対象取引に係る有価証券

等清算取次ぎの委託に基づく取引に関

し甲に対する債務の履行を怠ったとき

は、乙は、甲の請求により、甲に対し履

行期日の翌日より履行の日まで、甲の定

める率による遅延損害金を支払うもの

とする。 

 

（債権譲渡等の禁止） 

第１４条 乙は、甲に対して有する対象取

引に係る有価証券等清算取次ぎの委託

に基づく取引に係る債権を他に譲渡又

は質入れをしてはならない。 

 

（本契約の解約） 

第１５条 本契約は、甲乙協議のうえ、合

意により本契約を解約することができ

る。 

２ 前項の規定によるほか、甲又は乙は、

解約を希望する日から〇か月以上前に、

相手方に対し書面により解約の意思を

申し出ることにより、本契約を解約する

ことができる。 

３ 前２項の規定によるほか、甲は、乙が

第７条第１項各号又は第２項各号のい

ずれかに該当する場合は、本契約の解約

ができる。 

４ 前３項の規定により本契約を解約し



36 

ようとする場合には、甲は、クリアリン

グ機構に対しあらかじめ届出を行うも

のとする。この場合、第１項による解約

の場合は解約しようとする日の３日前

（休業日を除外する。）までの日、第２項

による解約の場合は甲が相手方に対し

書面により解約の意思を申し出た又は

申し出を受けた後遅滞なく、前項による

解約の場合は解約しようとする日の前

日（休業日に当たるときは、順次繰り上

げる。）までに当該届出を行うものとす

る。 

５ 本契約の解約までに成立した対象取

引に係る有価証券等清算取次ぎの委託

に基づく取引（対象取引に係る転売若し

くは買戻しを行う場合対象取引に係る

転売若しくは買戻しを含む。）に関して

は、引き続き本契約を適用する。 

６ 第１項から第３項までの規定にかか

わらず、甲が第４項に定める届出を行わ

なかった場合には、本契約の解約は、そ

の効力を生じない。 

 

（特例解約） 

第１５条の２ 前条の規定にかかわらず、

本契約は、対象取引に係る有価証券等清

算取次ぎの委託に基づく取引に係る債

務の履行の確実性の観点から本契約を

解約することができる条件をあらかじ

め甲と乙の合意により定めている場合

で、乙が当該条件に該当したときは、甲

は解約を希望する日の前日（休業日に当

たるときは、順次繰り上げる。）までに乙

に対し書面により解約の意思を申し出

ることにより、解約することができる。 

２ 前項の規定による本契約の解約（以下
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「特例解約」という。）をしようとする場

合には、甲は、相手方に対し書面により

特例解約の意思を申し出た後直ちに、か

つ、当該特例解約を行おうとする日の前

日（休業日に当たるときは、順次繰り上

げる。）までに、クリアリング機構に対し

届出を行うものとする。 

３ 特例解約までに成立した対象取引に

係る有価証券等清算取次ぎの委託に基

づく取引（当該取引に係る転売又は買戻

しを含む。）に関しては、引き続き本契約

を適用する。 

４ 前項のほか、決済履行確保の観点から

クリアリング機構が特に必要と認める

取引については、引き続き本契約を適用

する。 

５ 第１項の規定にかかわらず、甲が第２

項に定める届出を行わなかった場合に

は、特例解約は、その効力を生じない。 

 

（報告） 

第１６条 乙は、甲が請求したときは、対

象取引に係る有価証券等清算取次ぎの

委託に基づく取引に関して必要な事項

を甲に対して遅滞なく報告しなければ

ならない。 

２ 乙は、第７条第１項各号又は第２項各

号のいずれかの事由が生じたとき、又

は、指定市場開設者から取引資格の取消

し、除名、会員権の停止若しくは制限又

は有価証券等清算取次ぎの委託の停止

の処分、処置又は措置（本契約に基づく

対象取引に係る有価証券等清算取次ぎ

に関係のあるものに限る。）を受けたと

きは、甲に対し直ちに書面をもってその

旨の報告をしなければならない。 
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（乙の義務） 

第１７条 乙は、次の各号に掲げる事項に

ついて甲に対し通知するものとする。 

（１） 乙又は乙の顧客が対象取引に係

る有価証券等清算取次ぎの委託に基

づく取引に関し甲に差し入れ又は預

託する証拠金について、差換預託の同

意がある場合はその旨 

（２） 乙又は乙の顧客が差換預託して

いるときはその旨 

 

（秘密保持） 

第１８条 甲及び乙は、本契約に関して業

務上知り得た相手方の業務上の秘密を

保持するものとし、他の目的のために利

用してはならない。また、指定市場開設

者又はクリアリング機構の調査に応じ

る場合その他の正当な理由がある場合

を除き、第三者に漏らしてはならない。 

 

（届出事項の変更届出） 

第１９条 乙は、商号若しくは名称、代表

者、甲に届け出た印章若しくは署名鑑又

は住所若しくは事務所の所在地その他

の事項に変更があったときは、甲に対し

直ちに書面をもってその旨届け出なけ

ればならない。 

 

（免責事項） 

第２０条 天災地変等の不可抗力により、

乙の請求に係る担保物の返還が遅延し

た場合に生じた損害については、甲はそ

の責を負わないものとする。 

２ 前項の事由による担保物の紛失、滅

失、き損等の損害についても甲はその責
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を負わないものとする。 

３ 甲が、諸届その他の書類に使用された

印影又は署名を届出の印鑑又は署名鑑

と相当の注意をもって照合し、相違ない

ものと認めて取り扱ったうえは、それら

の書類につき偽造、変造その他の事故が

あっても、そのために生じた損害につい

ては甲はその責を負わないものとする。 

 

（通知の効力） 

第２１条 乙が甲に届け出た住所又は事

務所にあて、甲によりなされた対象取引

に係る有価証券等清算取次ぎの委託に

基づく取引に関する諸通知が乙の責に

帰すべき事由により延着し、又は到達し

なかった場合においては、通常到達すべ

き時に到達したものとする。 

 

（電磁的方法による報告等） 

第２２条 乙は、第１６条第２項の規定に

よる書面による報告又は第１９条の規

定による書面（印章又は署名鑑の変更に

係るものを除く。）による届出に代えて、

甲の承諾を得た場合には、当該報告又は

届出を行うための書面に記載すべき事

項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方

法により提供することができる。この場

合において、乙は、書面により当該報告

又は届出を行ったものとみなす。 

 

（適用法） 

第２３条 本契約は、日本国の法律により

支配され、解釈されるものとする。 

 

（合意管轄） 
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第２４条 本契約に基づく対象取引に係

る有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

く取引に関する訴訟については、甲の本

店又は〇〇支店の所在地を管轄する裁

判所を管轄裁判所とする。 

 

この契約を証するため、本契約書２通

を作成し、記名捺印のうえ甲乙それぞれ

その１通を所持する。 

 

年 月 日 

 

住   所 

甲（指数先物等清算参加者） 

商号又は名称 

代 表 者     印 

 

住   所 

乙（指数先物等非清算参加者） 

商号又は名称 

代 表 者     印 

 

（注１）第１５条第２項中「〇か月」の部分

については、甲と乙の合意により、１か月

以上の月数を記入するものとする。 

（注２）第１５条の２については、同条第１

項に規定する債務の履行の確実性の観点

から本契約を解約することができる条件

を甲と乙との間であらかじめ定めない場

合は、本契約から削除することができる。 

（注３）第２４条の合意管轄については、甲

と乙との合意により、適当と認める修正

を行うことができる。 

  

別紙様式９ （略） 別紙様式８ （略） 
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手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（固定手数料） 

第２条の２ （略） 

２ 前項に規定する固定手数料（月額）は、

次の各号に掲げる清算参加者等につい

て、当該各号に定める額とする。 

（１）～（３） （略） 

（４） 貴金属先物等清算資格、ゴム先

物等清算資格、農産物先物等清算資格

又は原油先物等清算資格を有する清

算参加者 

この号に掲げる清算資格の保有数

にかかわらず５万円 

（５）・（６） （略） 

（固定手数料） 

第２条の２ （略） 

２ 前項に規定する固定手数料（月額）は、

次の各号に掲げる清算参加者等につい

て、当該各号に定める額とする。 

（１）～（３） （略） 

（４） 貴金属先物等清算資格、ゴム先

物等清算資格又は農産物先物等清算

資格を有する清算参加者 

 

この号に掲げる清算資格の保有数

にかかわらず５万円 

（５）・（６） （略） 

  

令和２年７月２７日改正付則 令和２年７月２７日改正付則 

１～３ （略） １～３ （略） 

４ 改正後の第２条の２第２項第４号の

規定は、令和２年８月分以降当分の間、

別表に基づき算出される業務方法書第

３条第２項第６号の２及び同項第６号

の３に掲げる清算対象取引に係る清算

手数料並びに商品取引債務引受業に係

る手数料に関する規則別表に基づき算

出される商品取引債務引受業に係る業

務方法書第２条第１号及び第２号に掲

げる清算対象取引に係る清算手数料の

合計額が１０万円以下となる清算参加

者には適用しないものとする。 

４ 改正後の第２条の２第４項第４号の

規定は、令和２年８月分以降当分の間、

別表に基づき算出される同第３条第２

項第６号の２及び同項第６号の３に掲

げる清算対象取引に係る清算手数料並

びに商品取引債務引受業に係る手数料

に関する規則別表に基づき算出される

商品取引債務引受業に係る業務方法書

第２条第１号及び第２号に掲げる清算

対象取引に係る清算手数料の合計額が

１０万円以下となる清算参加者には適

用しないものとする。 

  

付 則  

１ この改正規定は、令和３年９月２１日

から施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に  
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係る当社と清算参加者の間の決済を行

うために必要な当社又は当社以外の機

関が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由に

より、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和

３年９月２１日以後の当社が定める日

から施行する。 

３ 改正後の第２条の２第２項第４号の

規定は、令和３年９月分以降当分の間、

別表に基づき算出される業務方法書第

３条第２項第５号、第６号の２及び第６

号の３に掲げる清算対象取引（第５号に

掲げる清算対象取引にあっては、商品指

数に係るものに限る。）に係る清算手数

料並びに商品取引債務引受業に係る手

数料に関する規則別表に基づき算出さ

れる商品取引債務引受業に係る業務方

法書第２条第１号及び第２号に掲げる

清算対象取引に係る清算手数料の合計

額が１０万円以下となる清算参加者に

は適用しないものとする。 

 

  

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料率 

１ （略） 

２ 業務方法書第３条第２項第２号から第

６号の３までに掲げる取引に係る清算手数

料の算出の基準及び清算手数料率は、次の

とおりとする。 

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料率 

１ （略） 

２ 業務方法書第３条第２項第２号から第

６号の３までに掲げる取引に係る清算手数

料の算出の基準及び清算手数料率は、次の

とおりとする。 

清算対象取引の

区分 

算 出 の

基準 

清算手数料

率 

（略） 

 

清算対象取引の

区分 

算出の

基準 

清算手数

料率 

（略） 
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業務

方法

書第

３条

第２

項第

５号

に掲

げる

指数

先物

取引   

（略） 

日 経 平

均・配当

指 数 先

物取引 

（注１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

日経平 

均 ト ー

タ ル リ

ターン・

イ ン デ

ッ ク ス

先 物 取

引 

(注１) 

取引数 

量 

当社が当該 

月に引き受

け た 債 務

（注３）に

ついて、１

取引単位に

つき 

２０円 

（注４） 

最 終 決

済 に 係

る数量 

当該月にお

ける最終決

済に係る数

量 に つ い

て、１取引

単位につき 

１３０円 

Ｃ Ｍ Ｅ

原 油 等

指 数 先

物取引 

（注１） 

取 引 数

量 

当社が当該

月に引き受

け た 債 務

(注３)につ

いて、１取

業務

方法

書第

３条

第２

項第

５号

に掲

げる

指数

先物

取引 

 

（略） 

日 経 平

均・配当

指数先物

取引、Ｔ

ＯＰＩＸ

配当指数

先物取引

及びＴＯ

Ｐ Ｉ Ｘ 

Ｃｏｒｅ

３０配当

指数先物

取引 

（注１） 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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引単位につ

き 

４円 

（注４） 

最 終 決

済 に 係

る数量 

当該月にお

ける最終決

済に係る数

量 に つ い

て、１取引

単位につき 

２４円 
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措置評価委員会規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（諮問事項） 

第３条 当社は、清算参加者等（業務方法

書第５条第２項に規定する現物清算資

格、国債先物等清算資格、指数先物等清

算資格、貴金属先物等清算資格、ゴム先

物等清算資格、農産物先物等清算資格、

原油先物等清算資格、ＦＸ清算資格若し

くはＥＴＦ特別清算資格、ＣＤＳ業務方

法書第２条第６０号に規定するＣＤＳ

清算資格、金利スワップ業務方法書第２

条第１２号に規定する金利スワップ清

算資格、国債店頭取引業務方法書第５条

第２項に規定する国債店頭取引清算資

格又は商品取引業務方法書第５条第２

項に規定するエネルギー先物等清算資

格、堂島農産物先物等清算資格若しくは

堂島砂糖先物等清算資格のうちいずれ

かの清算資格を有する者（以下「清算参

加者」という。）又は業務方法書第１０条

の４第１項の規定により登録を受けた

者をいう。以下同じ。）に対し次に掲げる

措置又は判断を行おうとするときは、措

置評価委員会に諮問するものとする。 

（１）～（５） （略） 

２・３ （略） 

（諮問事項） 

第３条 当社は、清算参加者等（業務方法

書第５条第２項に規定する現物清算資

格、国債先物等清算資格、指数先物等清

算資格、貴金属先物等清算資格、ゴム先

物等清算資格、農産物先物等清算資格、

ＦＸ清算資格若しくはＥＴＦ特別清算

資格、ＣＤＳ業務方法書第２条第６０号

に規定するＣＤＳ清算資格、金利スワッ

プ業務方法書第２条第１２号に規定す

る金利スワップ清算資格、国債店頭取引

業務方法書第５条第２項に規定する国

債店頭取引清算資格又は商品取引業務

方法書第５条第２項に規定するエネル

ギー先物等清算資格、堂島農産物先物等

清算資格若しくは堂島砂糖先物等清算

資格のうちいずれかの清算資格を有す

る者（以下「清算参加者」という。）又は

業務方法書第１０条の４第１項の規定

により登録を受けた者をいう。以下同

じ。）に対し次に掲げる措置又は判断を

行おうとするときは、措置評価委員会に

諮問するものとする。 

（１）～（５） （略） 

２・３ （略） 

  

付 則  

１ この改正規定は、令和３年９月２１日

から施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に

係る当社と清算参加者の間の決済を行

うために必要な当社又は当社以外の機

関が設置するシステムの稼働に支障が
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生じた場合その他やむを得ない事由に

より、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和

３年９月２１日以後の当社が定める日

から施行する。 
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清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算基金所要額） 

第２条 （略） 

２～４ （略） 

５ 当社は、国債先物等清算資格、指数先

物等清算資格、貴金属先物等清算資格、

ゴム先物等清算資格、農産物先物等清算

資格及び原油先物等清算資格に係る各

清算参加者の清算基金所要額を、毎営業

日を先物・オプション清算基金所要額算

出基準日として算出し、当該先物・オプ

ション清算基金所要額算出基準日の翌

日に各清算参加者に通知する。 

６ 前項の規定により算出した国債先物

等清算資格、指数先物等清算資格、貴金

属先物等清算資格、ゴム先物等清算資

格、農産物先物等清算資格及び原油先物

等清算資格に係る各清算参加者の清算

基金所要額は、先物・オプション清算基

金所要額算出基準日の翌日から適用す

る。 

（清算基金所要額） 

第２条 （略） 

２～４ （略） 

５ 当社は、国債先物等清算資格、指数先

物等清算資格、貴金属先物等清算資格、

ゴム先物等清算資格及び農産物先物等

清算資格に係る各清算参加者の清算基

金所要額を、毎営業日を先物・オプショ

ン清算基金所要額算出基準日として算

出し、当該先物・オプション清算基金所

要額算出基準日の翌日に各清算参加者

に通知する。 

６ 前項の規定により算出した国債先物

等清算資格、指数先物等清算資格、貴金

属先物等清算資格、ゴム先物等清算資格

及び農産物先物等清算資格に係る各清

算参加者の清算基金所要額は、先物・オ

プション清算基金所要額算出基準日の

翌日から適用する。 

 

 

 

付 則  

１ この改正規定は、令和３年９月２１日

から施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に

係る当社と清算参加者の間の決済を行

うために必要な当社又は当社以外の機

関が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由に

より、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和

３年９月２１日以後の当社が定める日
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から施行する。 

  

別表 

清算基金所要額の算出に関する表 

別表 

清算基金所要額の算出に関する表 

１．～６． （略） 

７． 原油先物等清算資格に係る清算基金

所要額（以下「原油先物等清算基金所要

額」という。） 

原油先物等清算基金所要額は、次に定

める計算式により算出される額とする。

なお、計算式における用語の意義は、次の

ａからｃまでに定めるとおりとする。 

 

原油先物等清算基金所要額 

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＰＴＬ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＰＴＬのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＰＴＬ／按分基礎ＩＭ総

額ＰＴＬ 

 

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＰＴＬとは、日

次最大基準ＰＭＬ額ＰＴＬの算出対象期

間における平均値をいう。 

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＰＴＬとは、

ストレスシナリオ別最大基準ＰＭＬ額

ＰＴＬの各日における最大値をいう。 

（注１－１）ストレスシナリオ別最大基

準ＰＭＬ額ＰＴＬとは、各ストレスシナ

リオにおける清算参加者の基準ＰＭＬ

額ＰＴＬ（清算参加者に関係会社等に該

当する他の清算参加者が存在する場合

には、当該他の清算参加者の基準ＰＭ

Ｌ額ＰＴＬを合計した額）が最大となる

清算参加者の基準ＰＭＬ額ＰＴＬ及び２

番目に最大となる清算参加者の基準Ｐ

ＭＬ額ＰＴＬの合計額をいう。 

１．～６． （略） 

（新設） 
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（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＰＴＬとは、

原油先物等清算資格に係る各区分口座

（業務方法書第４６条の３及び第４６

条の４に規定する各区分口座をいう。）

に関して、ストレスシナリオの下で未

決済約定から生じる損失額から原油先

物等清算資格に係る取引証拠金所要相

当額を控除した額（当該各区分口座の

うち業務方法書第４６条の３第１号に

規定する区分口座以外の区分口座にあ

っては、正の額に限る。）を合計した額

をいう。 

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＰＴＬとは、各清

算参加者の、先物・オプション清算基金

所要額算出基準日からさかのぼって１

か月間の各取引日の原油先物等清算資

格に係る取引証拠金所要相当額の総額

（各清算参加者が管理する業務方法書

第４６条の３及び第４６条の４に規定

する区分口座の原油先物等清算資格に

係る取引証拠金所要相当額を合算した

額をいう。）の平均額をいう。 

ｃ 按分基礎ＩＭ総額ＰＴＬとは、前ｂの

個社按分基礎ＩＭ額ＰＴＬを、すべての

原油先物等清算参加者について合算し

た額をいう。 

８． （略） ７． （略） 
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（日中清算値段、日中清算数値及び日中

清算価格に関する準用等） 

第２条の４ （略） 

２ （略） 

３ 取引証拠金規則第20条の4に規定する

当社が定める日中清算数値は、次の各号

に定めるところによる。ただし、当社が

当該各号に定めるところによることが

適当でないと認める場合は、当社がその

都度定める。 

（１） 業務方法書の取扱い第２０条の

８（同条第１項第２号を除く。）の規定

は、取引証拠金規則第２０条の４の規

定により指定市場開設者が開設する

金融商品市場における指数先物取引

に係る日中清算数値を定める場合に

ついて準用する。 この場合におい

て、業務方法書の取扱い第２０条の８

第１項第１号ａ中「午後３時から指定

市場開設者が定める日中立会の終了

時まで」とあるのは「午前１０時４５

分から午前１１時まで」と、「清算数

値」とあるのは「日中清算数値」と、

「当該取引日の終了する日における

最終の」とあるのは「日中清算数値算

出時の」と、「当日の日中立会の終了

時」とあるのは「午前１１時」と、そ

れぞれ読み替えるものとする。ただ

し、各限月取引の取引最終日の終了す

る日の翌日（当該取引最終日の終了す

る日の翌日に、主たる取引所金融商品

市場（取引対象指数の算出者が当該取

引対象指数の算出のために価格を採

（日中清算値段、日中清算数値及び日中

清算価格に関する準用等） 

第２条の４ （略） 

２ （略） 

３ 取引証拠金規則第20条の4に規定する

当社が定める日中清算数値は、次の各号

に定めるところによる。ただし、当社が

当該各号に定めるところによることが

適当でないと認める場合は、当社がその

都度定める。 

（１） 業務方法書の取扱い第２０条の

８（同条第１項第２号を除く。）の規定

は、取引証拠金規則第２０条の４の規

定により指定市場開設者が開設する

金融商品市場における指数先物取引

に係る日中清算数値を定める場合に

ついて準用する。 この場合におい

て、業務方法書の取扱い第２０条の８

第１項第１号ａ中「午後３時から指定

市場開設者が定める日中立会の終了

時まで」とあるのは「午前１０時４５

分から午前１１時まで」と、「清算数

値」とあるのは「日中清算数値」と、

「当該取引日の終了する日における

最終の」とあるのは「日中清算数値算

出時の」と、「当日の日中立会の終了

時」とあるのは「午前１１時」と、そ

れぞれ読み替えるものとする。ただ

し、各限月取引の取引最終日の終了す

る日の翌日（当該取引最終日の終了す

る日の翌日に、主たる取引所金融商品

市場（取引対象指数の算出者が当該取

引対象指数の算出のために価格を採
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用している取引所金融商品市場をい

う。以下同じ。）における有価証券の売

買若しくは先物・オプション取引が停

止された場合、当該取引最終日の終了

する日に、ＦＴＳＥ中国５０インデッ

クス（Ｓｔｏｃｋ Ｅｘｃｈａｎｇｅ 

ｏｆ Ｈｏｎｇ Ｋｏｎｇ Ｌｉｍ

ｉｔｅｄに上場されている銘柄のう

ちＦＴＳＥ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｌｉｍｉｔｅｄが選定した

５０銘柄を対象とする浮動株時価総

額方式の株価指数であって、ＦＴＳＥ 

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｌｉ

ｍｉｔｅｄが算出するものをいう。）

を対象とした指数先物取引において、

主たる取引所金融商品市場における

有価証券の売買が停止された若しく

は当該指数を算出する指数算出者に

よる算出若しくは配信が不能となっ

た場合、当該取引最終日の終了する日

の翌日までにＴｈｅ Ｂｏａｒｄ 

ｏｆ Ｔｒａｄｅ ｏｆ ｔｈｅ 

Ｃｉｔｙ ｏｆ Ｃｈｉｃａｇｏ， 

Ｉｎｃ．が開設する外国金融商品市場

において取引されているＮＹダウ（Ｓ

＆Ｐ Ｄｏｗ Ｊｏｎｅｓ Ｉｎｄ

ｉｃｅｓ ＬＬＣが算出するＤｏｗ 

Ｊｏｎｅｓ Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ 

Ａｖｅｒａｇｅをいう。）を対象とし

た指数先物取引に類似の取引若しく

はＴａｉｗａｎ Ｆｕｔｕｒｅｓ 

Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ｃｏｒｐｏｒａ

ｔｉｏｎが開設する外国金融商品市

場において取引されている台湾加権

指数（Ｔａｉｗａｎ Ｓｔｏｃｋ Ｅ

ｘｃｈａｎｇｅ Ｃｏｒｐｏｒａｔ

用している取引所金融商品市場をい

う。以下同じ。）における有価証券の売

買若しくは先物・オプション取引が停

止された場合、当該取引最終日の終了

する日に、ＦＴＳＥ中国５０インデッ

クス（Ｓｔｏｃｋ Ｅｘｃｈａｎｇｅ 

ｏｆ Ｈｏｎｇ Ｋｏｎｇ Ｌｉｍ

ｉｔｅｄに上場されている銘柄のう

ちＦＴＳＥ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｌｉｍｉｔｅｄが選定した

５０銘柄を対象とする浮動株時価総

額方式の株価指数であって、ＦＴＳＥ 

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｌｉ

ｍｉｔｅｄが算出するものをいう。）

を対象とした指数先物取引において、

主たる取引所金融商品市場における

有価証券の売買が停止された若しく

は当該指数を算出する指数算出者に

よる算出若しくは配信が不能となっ

た場合又は当該取引最終日の終了す

る日の翌日までにＴｈｅ Ｂｏａｒ

ｄ ｏｆ Ｔｒａｄｅ ｏｆ ｔｈ

ｅ Ｃｉｔｙ ｏｆ Ｃｈｉｃａｇ

ｏ， Ｉｎｃ．が開設する外国金融商

品市場において取引されているＮＹ

ダウ（Ｓ＆Ｐ Ｄｏｗ Ｊｏｎｅｓ 

Ｉｎｄｉｃｅｓ ＬＬＣが算出する

Ｄｏｗ Ｊｏｎｅｓ Ｉｎｄｕｓｔ

ｒｉａｌ Ａｖｅｒａｇｅをいう。）

を対象とした指数先物取引に類似の

取引若しくはＴａｉｗａｎ Ｆｕｔ

ｕｒｅｓ Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ｃｏ

ｒｐｏｒａｔｉｏｎが開設する外国

金融商品市場において取引されてい

る台湾加権指数（Ｔａｉｗａｎ Ｓｔ

ｏｃｋ Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ｃｏｒ
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ｉｏｎが算出する台湾証券取引所 

発行量加権指数をいう。）を対象とし

た指数先物取引に類似の取引につい

て最終清算数値を算定されていない

場合又は当該取引最終日の終了する

日の米国における該当日に、ＣＭＥ 

Ｇｒｏｕｐ Ｐｅｔｒｏｌｅｕｍ 

Ｉｎｄｅｘ（ＮＹＭＥＸに上場するＮ

ＹＭＥＸ ＷＴＩ Ｃｒｕｄｅ Ｏ

ｉｌ Ｆｕｔｕｒｅｓ、ＮＹＭＥＸ 

ＮＹ Ｈａｒｂｏｒ ＲＢＯＢ Ｇ

ａｓｏｌｉｎｅ Ｆｕｔｕｒｅｓ及

びＮＹＭＥＸ ＮＹ Ｈａｒｂｏｒ 

ＵＬＳＤ Ｆｕｔｕｒｅｓの３商品

から構成される指数であって、ＣＭＥ 

Ｇｒｏｕｐが算出するものをいう。）

を対象とした指数先物取引において、

当該指数を算出する指数算出者によ

る算出若しくは配信が不能となった

場合において、当社が必要と認めると

きは、当該取引最終日の終了する日の

翌日から当社がその都度定める日ま

での期間をいう。以下第４条第２項第

１号において同じ。）においては、当社

がその都度定める数値を当該限月取

引の日中清算数値とする。 

ｐｏｒａｔｉｏｎが算出する台湾証

券取引所 発行量加権指数をいう。）

を対象とした指数先物取引に類似の

取引について最終清算数値を算定さ

れていない場合において、当社が必要

と認めるときは、当該取引最終日の終

了する日の翌日から当社がその都度

定める日までの期間をいう。以下第４

条第２項第１号において同じ。）にお

いては、当社がその都度定める数値を

当該限月取引の日中清算数値とする。 

（２） 日経平均・配当指数（日本経済

新聞社が算出する日経平均・配当指数

をいう。）を対象とする指数先物取引

に係る日中清算数値は、当該取引日の

立会において、午前１１時までの当社

が定める時間以降に約定数値（ストラ

テジー取引による約定数値を除く。以

下この号において同じ。）がある限月

取引については、当該時間以降の最終

の約定数値とする。ただし、当該約定

（２） 配当指数（日経平均・配当指数

（日本経済新聞社が算出する日経平

均・配当指数をいう。）並びにＴＯＰＩ

Ｘ配当指数及びＴＯＰＩＸ Ｃｏｒ

ｅ ３０配当指数（株式会社東京証券

取引所が算出するＴＯＰＩＸ配当指

数及びＴＯＰＩＸ Ｃｏｒｅ ３０

配当指数をいう。）以下同じ。）を対象

とする指数先物取引に係る日中清算

数値は、当該取引日の立会において、
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数値がない場合には、当日の午前１１

時までの呼値の状況等を勘案して当

社が定める数値とする。なお、各限月

取引の取引最終日の終了する日の翌

日（当該取引最終日の終了する日の翌

日に、主たる取引所金融商品市場（取

引対象指数の算出者が当該取引対象

指数の算出のために価格を採用して

いる取引所金融商品市場をいう。以下

同じ。）における有価証券の売買若し

くは先物・オプション取引が停止され

た場合において当社が必要と認める

ときは、当該取引最終日の終了する日

の翌日から当社がその都度定める日

までの期間をいう。以下第４条第２項

第２号において同じ。）においては、当

社がその都度定める数値を当該限月

取引の日中清算数値とする。 

午前１１時までの当社が定める時間

以降に約定数値（ストラテジー取引に

よる約定数値を除く。以下この号にお

いて同じ。）がある限月取引について

は、当該時間以降の最終の約定数値と

する。ただし、当該約定数値がない場

合には、当日の午前１１時までの呼値

の状況等を勘案して当社が定める数

値とする。なお、各限月取引の取引最

終日の終了する日の翌日（当該取引最

終日の終了する日の翌日に、主たる取

引所金融商品市場（取引対象指数の算

出者が当該取引対象指数の算出のた

めに価格を採用している取引所金融

商品市場をいう。以下同じ。）における

有価証券の売買若しくは先物・オプシ

ョン取引が停止された場合において

当社が必要と認めるときは、当該取引

最終日の終了する日の翌日から当社

がその都度定める日までの期間をい

う。以下第４条第２項第２号において

同じ。）においては、当社がその都度定

める数値を当該限月取引の日中清算

数値とする。 

  

付 則  

１ この改正規定は、令和３年９月２１日

から施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に

係る当社と清算参加者の間の決済を行

うために必要な当社又は当社以外の機

関が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由に

より、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和

３年９月２１日以後の当社が定める日
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から施行する。 

  

別表２ 取引証拠金所要額の引上げを行

う場合の取引証拠金所要額割増額の算

出に関する表 

 

取引証拠金所要額割増額は、一の清算

参加者の自己の計算による建玉又は顧

客の委託若しくは非清算参加者の有価

証券等清算取次ぎの委託に基づく建玉

のそれぞれについて、国債先物等清算対

象商品グループ及び指数先物等清算対

象商品グループごとに、次の計算式によ

り算出される額とする。ただし、当社が

適当でないと認める場合は、当社がその

都度定める額とする。なお、計算式にお

ける用語の意義は、別表１に定めるほ

か、次のａ及びｂに定めるとおりとす

る。 

別表２ 取引証拠金所要額の引上げを行

う場合の取引証拠金所要額割増額の算

出に関する表 

 

  取引証拠金所要額割増額は、一の清算

参加者の自己の計算による建玉又は顧

客の委託若しくは非清算参加者の有価

証券等清算取次ぎの委託に基づく建玉

のそれぞれについて、国債先物等清算対

象商品グループ及び指数先物等清算対

象商品グループごとに、次の計算式によ

り算出される額とする。なお、計算式に

おける用語の意義は、別表１に定めるほ

か、次のａ及びｂに定めるとおりとす

る。 

 

 


